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昨年は、当協会が切望しておりましたトン数標

準税制が平成１９年度税制改正において正式要望と

して取り上げられ、協会を挙げて精力的な要望活

動を展開した結果、当初の目標である平成１９年度

からの導入は叶いませんでしたが、国会の諸先生

方や国土交通省、日本経済団体連合会をはじめ関

係方面のご理解・ご尽力を得て、自民党の平成１９

年度税制改正大綱に「政策目的を達成させるため

の法律が平成２０年の通常国会において整備される

ことを前提にして、平成２０年度税制改正において

具体的に検討する」という内容で明確に盛り込ま

れました。ここに至るまでに多大なご協力を頂き

ました国会の先生方、国土交通省他、関係の方々

には改めて厚く御礼申し上げます。引き続き関係

方面のご理解・ご支援を得まして、トン数標準税

制が平成２０年４月からスムーズに導入されるよう

努力を継続する所存です。

今年４月には改正水先法が施行され、水先制度

の抜本改革が具体化することとなります。また、

新規日本籍船への船・機長配乗要件の撤廃が同じ

く４月から実現する見込みです。ここに行き着く

までに頂きました関係の皆様のご協力に深く感謝

する次第です。

日本発着を含めた世界の海上荷動き量は年間６８

億トンに達し、中国をはじめとするBRICs諸国の

経済発展等を背景にこれからも増加することが予

想されます。これら膨大な量の物資は、日本はも

とより世界の産業と生活にとって不可欠ですが、

日本の海運業界がその輸送需要に的確かつ安定的

に応えていくためには、トン数標準税制や上記施

策による諸外国海運との競争環境の整備が是非と

も必要であると考えています。

海運業界の業績に目を転じますと、外航海運各

社は、コンテナ船部門で運賃の低迷が見られたも

のの、不定期船、タンカー部門は堅調に推移しま

した。一方で燃料費等運航コストの上昇により、

大手では今期増収減益を見込んでいますが、一定

の利益は確保できる見通しです。内航海運におい

ては、数年来の燃料費価格の高止まりにより、大

多数を占める中小企業事業者の企業体力を脆弱化

させるなど、深刻な影響が出ています。国内物資

の安定輸送を維持するために、関係方面に対し、

内航海運業界への支援を要請して行きたいと思い

ます。

海運各企業は、ハード・ソフト両面からの安全

運航対策を徹底しているところですが、昨年は、

不幸にも鹿島港における座礁事故など国内におい

て大きな海難事故が発生しました。われわれ海運

業界の責務である物資の安定輸送を確保するため

には、業界ベースでの積極的な取組みはもちろん

のこと、各企業において、安全運航のさらなる徹

底を図ることが最も重要なことであると考えてい

ます。

この他、日本人船員（海技者）の確保育成スキ

ームが４月からの実施されることとなっているほ

か、外国人船員問題、先に述べた船舶の安全運航

や海洋環境の保全への取り組みなど課題が山積し

ておりますが、関係者のご理解・ご協力を得なが

ら一つ一つ問題の解決に全力を尽くして行く所存

です。

2007年新春を迎えて

新年明けまして
おめでとうございます

2007年の年頭にあたり一言ご挨拶申し上げます。
社団法人 日本船主協会

会 長 鈴 木 邦 雄
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トン数税制は平成２０年度導入に目処、船舶特償はほぼ
現行内容にて存続

―平成１９年度税制改正・財政投融資が決定―

平成１９年度税制改正において、トン数標準税制

（以下、トン数税制）について、「政策目的を達成

させるための法律が平成２０年の通常国会において

整備されることを前提にして、平成２０年度税制改

正において具体的に検討する。」との結論が出され

た。また、平成１９年３月末をもって適用期限を迎

える「船舶等の特別償却制度」および「国際船舶

に係る固定資産税の軽減措置」について、ほぼ要

望通りの内容で延長が認められた。

一方、平成１９年度海運関係財政投融資について

は、当協会の要望どおりの内容にて実質的に満額

確保となった。

それぞれの概要は以下の通りである。

１．平成１９年度海運関係税制改正

� トン数標準税制

トン数税制について当協会は、国交省海事局

と共同で平成１９年度税制改正要望に向け議論を

深めるとともに、関係方面の理解を得るための

活動を行ってきた。

その結果、自民党政務調査会「海運・造船対策

特別委員会（委員長：衛藤征士郎衆議院議員）」

に設置された「海運税制問題小委員会（委員長

：金子一義衆議院議員）」において、「国際的な

海運税制の大きな相違は看過しえず、早急な是

正が必要であり、また税のコンバージェンス（租

税政策の国際的一致）からもトン数税制の導入

に取り組むべきである。」との考えが示され、ま

た日本経団連の平成１９年度税制改正提言におい

て、「欧米を始め主要海運国において、運航トン

数を課税標準とするトン数標準税制が導入され

ている。海洋国家であるわが国産業の基盤とし

て海運業の課税のあり方について、国際的な整

合性の観点を踏まえた取り組みが必要である。」

旨盛り込まれるなど実現に向けた環境が整備さ

れてきた。（本誌２００６年７月号Ｐ．８および１０月号

Ｐ．２参照）

国交省海事局は、平成１８年９月１日、財務省

および総務省に対し、平成１９年度税制改正要望

のひとつとして、「運航船（外航船舶）を日本籍

船、実質支配外国籍船、単純外国用船の別にし、

長期安定輸送従事船、資源エネルギー船、船員

訓練に資する船、安全環境基準の前倒し、およ

び非常時緊急対応船の政策目的を設け、その組

合せにより税額を変化させるトン数税制」を立

案しその創設を要望した。

一方、当協会は、引き続き国会議員への陳情

等を精力的に行い、さらに世論を喚起するため
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一般紙等に意見広告を掲載するなど種々の機会

を捉え広報活動を展開した。

これら当協会の陳情活動等が奏功し、多数の

議員がトン数税制の導入に対して理解を示して

くれたが、同時に、財政難であるわが国におい

て、現時点では大幅減税と映る面があり、一定

の条件、すなわち日本籍船や日本人船員の増加

など社会公共的なことへの貢献をアピールしな

いと訴えるにあたり迫力を欠く、との助言を国

会議員より得るなど、先行きは予断を許さない

緊迫した状況か続いた。

国交省は最終段階まで、同省が立案した制度

案をベースに、財務省と連日深夜まで折衝を行

い、当協会は、この折衝のサポート資料を作成

するとともに、国会議員の理解を得るべく、鈴

木会長が中心となり毎日のように説明して廻っ

た。

１２月に入り最終局面になり、「当初要望（全て

の運航船を対象）では前年度比の減税規模が相

当大きくなり、とても財務省を突破することは

出来ない、対象を日本籍船とすれば、減税規模

が少なくなり、俎上にのぼる可能性がある。」旨、

推進いただいている国会議員より打診があり、

政策的判断から対象を限定することを承知した。

しかしながら、法律作成の物理的時間が無い

ため、平成１９年４月の実施は不可能とのことで、

このため平成２０年の税制改正で措置されるよう、

平成１９年１月より法律案作成のための作業を開

始することとなった。

最終的に「平成１９年度税制大綱」においては、

「外航海運事業者の日本籍船のみなし利益課税

（いわゆるトン数標準税制）については、非常

時における対応を含む安定的な国際海上輸送を

確保するために外航海運事業者が果たすべき役

割及び当該政策目的を達成するための規制等を

明確にする法律が平成２０年の通常国会において

整備されることを前提にして、平成２０年度税制

改正において具体的に検討する。」と記され、平

成２０年導入への公算が強くなった。

今後、国交省において審議会が発足し具体的

な検討が始まるが、財務省から依然大きな抵抗

も予想され、楽観視はできない。当協会として

は平成２０年４月１日より各社にとって利用しや

すい制度が導入されるよう、引き続き関係方面

の理解と支援を求めていく。

なお、トン数税制の議論の中で、災害など非常

時における輸送力の確保の観点からの海運（外

航船舶）の役割についても議論がなされ、今後、

必要な対応を行っていくこととされた。

� 船舶の特別償却制度およびその他海運関係税

制

当協会は、平成１８年９月開催の定例理事会に

おいて、トン数標準税制の導入や、平成１８年度

末に期限切れとなる船舶の特別償却制度、国際

船舶に係る固定資産税の課税標準の軽減措置、

スーパー中枢港湾の特定国際コンテナ埠頭にお

いて整備される荷さばき施設等に対する固定資

産税・都市計画税の特例措置などの延長をはじ

めとして、２２の要望項目を取りまとめ、９月に

「平成１９年度税制改正要望」として自民党税制

調査会に提出後、政府・国会等関係方面への要

望活動を開始した。（本誌２００６年１０月号Ｐ．２参照）

一方、政府税制調査会が１２月１日にとりまと

めた「平成１９年度の税制改正に関する答申」で

は、『税制については、中長期的な視点からの総

合的な税制改革に向け、社会経済構造の変化に

対応した各税目のあり方を検討していく。』、『経

済活性化に向けた税制の検討にあたっては、財

政健全化との両立という視点や公平・中立・簡

素の租税原則を踏まえ、国際的な競争条件を揃

え、イノベーションを加速し、オープンな姿勢

をとることが重要である。』としている。

こうした考えに基づき、『経済活性化に向けた

速やかな対応』の項目で、『減価償却制度』につ

いては、『国際的な競争条件を揃え、競争上のハ

ンディキャップをなくすことが重要』との指摘

や『設備投資を促進し、生産手段の新陳代謝を

加速する観点から、新規取得資産について法定

耐用年数内に取得価額全額を償却できるよう制

度を見直し、残存価額（１０％）を廃止するとと
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もに、償却率についても国際的に遜色のない水

準に設定すべき』との方針が示された。また、

『政策税制の集中・重点化』で触れている『役

割を終えた既存の租税特別措置等については、

引き続き整理合理化案を進めることが重要であ

る。』とされ、従来から政策目的が不明確である

との指摘や、制度の効果に疑問がある等の指摘

を受けている特別償却制度などは廃止・縮減を

迫られており、現行制度の維持が非常に厳しい

状況とされていた。

同答申の考えを反映し、１１月末に租税特別措

置等について財務省より各省に対し、整理合理

化案が提示された。船舶の特別償却制度につい

ては、対象船舶を『日本籍船に限定』、特別修繕

準備金制度については、『積立限度額を現行３�
４から１�２に縮減』など厳しい内容が示され
た。このため当協会は、国土交通省とも連携を

図り、自民党税制調査会へ当協会の要望が反映

されるよう国会議員へ陳情活動を展開し、これ

らの現状維持を精力的に訴えた。

その結果、１２月１４日に決定した与党税制改正

大綱においては、以下の通りとなった。

� トン数標準税制

前項参照

� 船舶の特別償却制度

外航船舶については現行環境負荷低減船と

しての設備要件に一部付加（塗料、推進機関

等）した内容で２年間延長。また、内航船舶

については現行内容で２年間延長。

� 国際船舶に係る固定資産税の課税標準の特

例措置（１�１５）
現行制度で５年間延長。

� 償却可能限度額（９５％）が撤廃

これにより、既存の資産については、償却

可能限度額に到達後５年間で均等償却する。

また、新規取得資産については残存割合（１０

％）を廃止し、備忘価額１円まで償却できる

ようカーブ（償却率）を見直す（２５０％定率法

※の導入）。

固定資産税の償却資産については、資産課

税としての性格を踏まえ、現行の評価方法が

維持される。

※２５０％定率法

まず、定額法の償却率（１�耐用年数）を２．５倍
した率で償却する定率法により償却費を計算し、

この償却費が一定の金額を下回るときに償却方法

をこの２５０％定率法から定額法に切り替えて備忘価

額まで償却する方法のこと。

� スーパー中枢港湾に指定された港湾におけ

る次世代高規格コンテナターミナルにおいて

整備される荷さばき施設等に係る課税標準の

特例措置

現行制度で２年間延長。

� 特別修繕準備金についての財務省整理合理

化案（積立限度額を３�４⇒１�２）
現行制度が維持。

平成１９年度の当協会が要望した海運関係税

制改正の結果は【資料１】、改正後の海運関係

税制の全容は【資料２】の通りである。

２．平成１９年度海運関係財政投融資

平成１９年度の日本政策投資銀行に係る財政投融

資については、１８年８月末、国交省をはじめとす

る関係省庁が財務省に対して要求を行っていたが、

１２月２４日の閣議において政府案が決定された。

海運関係の財政投融資については、貿易物資の

安定輸送に資する外航船舶整備については５６９億円、

また海運関連施設整備については２５億円の要求を

行い、外航船舶整備については、「広域ネットワー

ク整備枠」（鉄道・航空等を含んだ大枠）で２，６００

億円、また、海運関連施設整備については「地域

経済振興枠」で１，７００億円とされ、それぞれこの枠

内で対応されることとなり、いずれも実質的に満

額確保となった。また金利等の融資条件について

はいずれも現行条件が存続されることとなった。

（企画部：宇佐美（トン数税制・財政投融資）・

松本（船舶特償他））
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【資料１】 平成１９年度税制改正要望事項 改正内容

【海運税制】

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省（総務省）整理案 最 終 結 果

１．トン数標準税制の導入

平成１９年度税制改正大綱 平成１８年１２月１４日 自由民主党
【検討事項】
外航海運業者の日本籍船に係るみなし利益課税（いわゆるトン数標準税制）については、非常時における対応を含む安定的な国際海上輸送を確保する
ために外航海運が果たすべき役割及び当該政策目的を達成するための規制等を明確にする法律が平成２０年の通常国会において整備されることを前提と
して、平成２０年度税制改正において具体的に検討する。

（現在は制度無し） トン数標準税制の導入 ――

�
２０年度税制改正検討事項

２．船舶等の特別償却制度の延長・
恒久化

償却率：
・外航環境低負荷船（３０００G�T以上）

特償率 １８�１００
・内航環境低負荷船（３００G�T以上）

特償率 １６�１００

延長に併せ恒久化
（適用期限：平成２１年３月末）

○対象を日本籍船に
限定

一部見直しの上２年間 延長
対象を現行の環境低負荷低減型船舶として
の設備要件に一部付加（対象が外航船舶、
内航船舶は現行通り）。

３．船舶に係る固定資産税の廃止 ・課税標準：
� 内航船 価格の１�２
� 外航船 価格の１�６
� 外国貿易船（外貿実績５０％超）

価格の１�１０
� 外国貿易船のうち国際船舶

価格の１�１５

船舶（償却資産）に対する固定資産税
の廃止

―― 現行内容で、５年間延長

４．スーパー中枢港湾の特定国際コ
ンテナ埠頭において整備される荷
さばき施設等に対する固定資産税
・都市計画税の軽減措置

課税標準：価格の１�２ 延長
（適用期限：平成２１年３月末）

―― 現行内容で、２年間延長

【その他財務省より整理案の出た海運関係税制】

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省（総務省）整理案 最 終 結 果

〇船舶の特別修繕準備金制度 ５年毎の定期修繕（法定）に係る費用の３
�４を、準備金として各年度に積立

―― 〇特別修繕に要する
金額の見直し
修繕費用の
３�４→１�２

現行内容で存続

【一般企業税制】

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省（総務省）整理案 最 終 結 果

〇償却制度の改善 � 税法上の償却可能額は取得価額の９５％
� 耐用年数：油槽船１３年、薬品槽船１０年、
その他１５年

� 税法上１００％償却を可能とすること
� 船舶の耐用年数を短縮（税法上の
償却と会計上の償却を分離させるこ
とを条件とする）

―― 償却可能限度額（９５％）の撤廃。
〇既存の資産：
償却可能限度額（５％）に到達後５年間
で均等償却。

〇新規取得資産：
残存割合（１０％）を廃止し、備忘価額１
円まで償却できるようカーブ（償却率）
の見直し（２５０％定率法の導入）。

〇固定資産税の償却資産：
資産課税として、現行の評価方法を維持。
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【資料２】 平成１９年度税制改正後の海運関係税制一覧

項 目 制 度 の 概 要 適 用 期 間

１．船舶の特別償却 ・外航環境低負荷船（３０００G�T以上）
特償率 １８�１００

・内航環境低負荷船（３００G�T以上）
特償率 １６�１００

平１９．４．１～平２１．３．３１

平１９．４．１～平２１．３．３１

２．中小企業投資促進税制
（中小企業による機械装置等の取得に係る
特例）

取得価額×３０�１００の特別償却又は取得価額×７�１００の
税額控除
（資本金１億円以下の法人に適用、ただし、税額控除
を選択できるのは資本金３，０００万円以下の法人のみ）
（船舶については、基準取得価額×３０�１００の特別償却
又は基準取得価額×７�１００の税額控除）
１）機械装置（取得価額１６０万円以上）
（リース費用総額２１０万円以上）

２）電子計算機等及び一定のソフトウェア
（取得価額１２０万円以上）
（リース費用総額１６０万円以上）

３）船舶（内航貨物船（基準取得価額＝取得価額×７５％））
４）トラック車両（車両総重量３．５トン以上）

平１８．４．１～平２０．３．３１

３．特定資産の買換特例（圧縮記帳制度） � 船舶から船舶
� 内航船舶から減価償却資産
（��とも譲渡差益の８０％を圧縮記帳）
買換え資産（船舶）に新造船又は環境負荷低減型（中
古船に限定）の設備要件が課される

昭４５．４．１～平２３．３．３１
昭５９．４．１～平２３．３．３１

４．特定外国子会社等の所得の合算課税 特定の外国子会社等の留保所得のうち、親会社（内国
法人）の持ち分に対応する部分を親会社の所得に合算
して課税する。

５．登録免許税の課税の特例 軽減後の税率（本則４�１０００）
� 所有権保存登記 国際船舶：船舶価額の２．５�１０００
� 抵当権設定登記 国際船舶：債権金額の２．５�１０００

平１８．４．１～平２０．３．３１

６．特別修繕準備金 修繕費用×事業年度の月数�６０か月×３�４
７．船舶の耐用年数 ・油 そ う 船 １３年

・薬 品 そ う 船 １０年
・その他のもの １５年

８．とん税、特別とん税 � と ん 税 １純トン １６円
� 特別とん税 １純トン ２０円

９．固定資産税の課税の特例
１）船 舶 ・課税標準：

� 内航船 価格の１�２
� 外航船 価格の１�６
� 外国貿易船（外貿実績５０％超） 価格の１�１０
� 外国貿易船のうち国際船舶 価格の１�１５

平９～平２３年度取得分

２）外航用コンテナ ・課税標準： 価格の４�５ 平１０～平１９年度取得分

１０．港湾施設の特例措置
１）外貿埠頭公社が所有又は取得するコン
テナ埠頭に対する固定資産税・都市計画
税の軽減措置

課税標準：
� 平成１０年３月３１までに取得した埠頭
� 旧外貿埠頭公団からの継承資産 価格の３�５
� その他（承継分） 価格の１�２

� 平成１０年４月１日～平成１８年３月３１日までに取得
する埠頭
� 取得後１０年間 価格の１�５
� その後 価格の１�２

� 平成１８年４月１日～平成２０年３月３１日までに取得
する埠頭
� 価格の１�２

平１４．４．１～平２０．３．３１

２）外貿埠頭公社の民営化に伴う税制上の
所要の措置 � 公社から民営化会社への不動産の移転

登録免許税 軽減税率 ８�１０００（当初２年間）
〃 １５�１０００（その後１年間）

不動産取得税 非 課 税
� 公社から民営化会社へ承継するコンテナ埠頭
� 旧公団から公社が承継した埠頭
課税標準 価格の３�５（承継後１０年間）

� 公社が解散するまでに所有した埠頭（�を除く）
課税標準 価格の１�２（承継後１０年間）

平１８．４．１～

３）スーパー中枢港湾の次世代高規格コン
テナターミナルにおいて整備される荷捌
き施設等に対する固定資産税・都市計画
税の軽減措置

課税標準：価格の１�２ 平１９．４．１～平２１．３．３１

４）PFI 法（民間資金等の活用による公共施
設等の整備等の促進に関する法律）に基
づく選定事業として整備される公共荷捌
き施設等の特例措置

課税標準：
� 固定資産税（税率１．４％）： 価格の１�２
� 都市計画税（税率０．３％）： 価格の１�２
� 不動産取得税（税率３％）： 価格の１�２

平１２．４．１～平２０．３．３１
平１４．４．１～平２０．３．３１
平１５．４．１～平２０．３．３１

※下線は平成１９年度税制改正による変更箇所である。
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特 別 欄  

「今年は、いよいよトン数税制に挑戦します」――。

国土交通省の幹部から、その決意を聞いた時、「ト

ライするのは悪くないけど、まず、まともには相

手にされないのではないか」と思った。

経済部の旧大蔵省担当、論説委員の税制担当を

通じ、毎年末繰り広げられる税制改正とは二十年

以上の付き合いになる。各省庁の要求を審査する

主税局、交渉の実舞台になる自民党税制調査会の

“感覚”は知り抜いているつもりだ。

減税要求には強い警戒を示す。とりわけ、新奇

な減税要求には拒絶に近い反応が待っている。租

税特別措置の新設は、ある業界に認めた減税制度

が「アリの一穴」となって、他の業界に広がらな

いか、と異様に警戒する。

無理もない。党税調には毎年、数千項目もの減

税要求が寄せられるのだ。すべて受け入れていた

ら、税制は穴だらけになり、ただでさえ巨大な財

政赤字が、さらに膨らんでしまう。特別扱いしな

いところだけで一定の税収を確保しようとすれば、

その部分の税率を引き上げざるを得ず、不公平感

も一気に高まるだろう。

法人税に一種の外形標準を導入するトン数標準

税制は、税の世界では「常識破り」の租税特別措

置の創設だ。しかも、新奇性はこのうえなく高い。

「相手にされるようになるまでに、要求を数年続

ける必要があるのでは」と考えたのも自然の成り

行きだ。

「電話帳」を勝ち抜いた

党税調では、各省庁や業界団体などからの税制

改正要望を、一つの冊子にまとめる。分厚くなる

ことから「電話帳」の異名を取る冊子だ。その電

話帳を元に、個別の要求項目を片端から審査し、

◎（実現）、○（実現の方向で検討）、△（さらに

検討）、×（不採用）に区分けしていく。

最後は「インナー」と呼ばれる党税調幹部と財

務省主税局（国税）、総務省自治税務局（地方税）

の幹部がギリギリの折衝をし、自民党の税制改正

大綱がまとめられる。自公連立後は、この後に公

明党との折衝が加わり、与党の税制改正大綱とし

て公表される。

私の予想に反し、トン数税制は大綱の「検討事

項」に残った。

〈８ 外航海運業者の日本籍船に係るみなし利益

課税（いわゆるトン数標準税制）については、非

常時における対応を含む安定的な国際海上輸送を

確保するために外航海運業者が果たすべき役割及

び当該政策目的を達成するための規制等を明確に

する法律が平成２０年度の通常国会において整備さ

芽を伸ばせるか
トン数税制

読売新聞東京本社論説副委員長 松田英三
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れることを前提として、平成２０年度税制改正にお

いて具体的に検討する〉

これがトン数税制に関する大綱の全文である。

注目すべきは最後の「具体的に」という文言だ。

平成１９年度の税制改正大綱では、検討事項に十五

の項目が盛り込まれているが、大半は「総合的に

検討」「所要の検討」などとされており、新法制定

とセットで「具体的に検討」としたのは、トン数

税制しかない。来年の自民党税調で、導入に踏み

切ることを濃厚ににおわせているといって良い。

国交省海事局は、トン数税制導入に向け、その

基盤となる海運サイドの法整備に、直ちに着手す

るという。大綱が条件とした新法を来年の通常国

会に提出すべく、精力的な作業が進められるのだ

ろう。

海運業界の関係者には、トン数税制の導入決定

が早くとも一年後になったこと、当初は便宜置籍

船も含むとされた税軽減対象が、日本籍船だけに

限定されたことが、不満かもしれない。しかし、

これだけ新奇性の強い税制を一発で「検討事項」

とし、導入に半ば約束を取り付けたことは、極め

て異例だと理解してほしい。関係者の努力には大

変なものがあったに違いない。

支持された理由は

私は税制を「すぐ道に迷う深い森」だと判断し

ている。人の手による法体系にすぎないのだが、

膨大かつ複雑で、しかも毎年のように変更される。

「全貌を把握した」と考えた瞬間、自分がいかに

無知だったかを思い知らされる事態に直面するの

が、日本の税制なのだ。

そんな中で党税調は、少なからぬ権威を保って

きた。税制に対する専門性によるのだろう。党税

調は自民党政調会の一機関だが、こと税制に関し

ては政調会長の容喙を許さぬ権威がある。政調の

各部会も、税制では一介の要求団体と扱われる。

安倍首相一極体制とインナーの軽量化で、党税調

の権威にも翳りが見られるが、昨年末の税制改正

では、それなりの識見を発揮したように思う。

その党税調がトン数税制を認めたのは、海運へ

の危機感が働いたからではないか。日本籍船の隻

数は百を割り、日本人船員の影はますます薄まろ

うとしている。海運会社にとって船籍と船員の”

脱日本”は、やむにやまれぬ生き残り策だったが、

今日では「万一の事態に対応できるのか」と国全

体の安全保障に不安を生じせしめる要因となって

いる。

日本人船員が操る日本籍船を最小限は確保しな

いと、有事に対応できない。これは、党税調だけ

でなく、日本社会の総意になりつつある。トン数

税制の導入は、問題緩和への数少ない具体策だ。

海運業界も「脱日本」からの転換に覚悟を固めて

ほしい。

トン数税制に対し、私自身の意見を問われれば、

「邪道」と答えざるを得ない。これを受け入れる

なら、鉄鋼業界には粗鋼生産量、自動車業界には

自動車生産台数に基づく外形標準課税への移行を

認めないと、整合性が取れない。所得課税には、

赤字なら法人税を払わなくても済む恩典もある。

だが、トン数税制は主要海運国がこぞって導入

した税制だ。本来、経済協力開発機構（OECD）の

「有害な税制の規制委員会」で禁止すべき税制だ

と思っているが、ここまで普及した以上、手をこ

まぬいていては、日本のマイナスが大きくなりす

ぎる。海運会社が「プロ日本」に転じるなら、個

人としてはトン数税制を容認しようと考えている。

今年は、海運業界の覚悟が問われる年である。

特 別 欄  
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１

国際会議レポート

バラストタンク塗装基準が採択される
―IMO第８２回海上安全委員会の模様について―

国際海事機関（IMO）の第８２回海上安全委員会

（MSC８２） が、２００６年１１月２９日から１２月８日まで

イスタンブール（トルコ）にて開催され、バルク

キャリアのバラストタンクおよび二重底の保護塗

膜の性能基準要件、ゴールベース・スタンダード

（GBS）、海事保安の強化に係る措置、人的要因に

関わる検討等について審議が行われた。

その概要は以下のとおりである。

１．防食塗装の性能基準

２００６年５月に開催されたMSC８１において、全船

種のバラストタンクおよびバルクキャリアの二重

船側部分に適用する防食塗装の性能基準、ならび

に当該スペースに同基準の適用を義務付ける海上

人命安全条約（SOLAS条約）�－１章３－２規則

の改正案が合意されており、（本誌２００６年６月号 P．１３

参照）今次会合において内容の変更無く採択され

た。

新規則の概要は以下のとおりである。

� 発効日：２００８年７月１日

� 適用箇所：５００総トン以上の船舶のバラスト

タンクおよび全長１５０ｍ以上のバルクキャリア

の二重船側部分

� 適用船舶：以下の何れかに該当する船舶

（�）２００８年７月１日以降に建造契約が交わ

される船舶

（�）（建造契約が無い場合、）２００９年１月１

日以降に起工する船舶

（�）２０１２年７月１日以降に引き渡しが行わ

れる船舶

� 塗装基準に関する技術要件

（�）塗料の性能試験

（�）塗装前の鋼板下地処理（油分、塩分、

埃等）

（�）塗装施工手順

（	）溶接箇所の下地処理と再塗装

海運ニュース

せんきょう Jan 2007● 9



本規則の採択により、現在造船所毎に異なって

いる塗装手順・品質に一定の基準が導入されるた

め、低品質の塗装が排除され船舶の安全性が向上

することが見込まれる。しかしながら、新造船建

造時における工期の延長およびコストの増加が発

生すると考えられ、今後、造船所の対応が注目さ

れる。

２．ゴールベース・スタンダード

現在、MSCの長期課題として、船体の構造基準

に一定の目標を定め、国際的に合意された要件を

設定する「目標指向型の新造船構造基準（Goal�

Based New Ship Construction Standards : GBS）」

に関する検討が行われている。

同委員会はこれまでの会合において、同基準の

構成を５段階の階層構造とすること、および GBS

の「基本原則」、第１階層（目標）、第２階層（機

能要件）、および第３階層（＊１）（認証手続き）の枠

組みについて合意していた（図参照）。

今次会合では、主として第３階層の具体化に関

する審議が行われ、その実際の運用に当たっての

有効性を確認するパイロット・プロジェクトにつ

いて概要以下のとおり纏められた。

� 目的：GBSの第３階層を確認し、更なる修

正点の抽出を行う。

� 付託事項：

�国際船級協会連合（IACS）の共通構造規則

（CSR）を試験的に用いて、第３階層のプロ

セスを実行する。

�第３階層の枠組みと今後 IMOにおいて形成

される専門家グループ（＊２）の選出基準を検

討する。

� 成果物：

�第３階層のプロセスを実行するための手順

�船級協会規則を評価するための情報�資料

�船級協会規則が第１階層および第２階層に

合致していると判断する際の基準

�専門家グループを選出する際の手順�基準

次回MSC８３において、上述のパイロット・プロ

ジェクトの検討結果をもとに第３階層が最終化さ

れることとなった。

また、GBSの開発に関する従来の作業と並行し、

書面審議グループ（CG）において検討されていた

Safety Level Approach（＊３）については、概要次の

とおり長期作業計画が作成され、引き続き CGにお

ける検討が行われることとなった。

�第１階層を見直すために、船種ごとに現状の安

全レベルを決定する。

図 現在までに合意されているGBSの枠組み
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①脅威のシナリオの特定 
（脅威を次のとおり分類する） 

・非SOLAS船←外部からの脅威 
・SOLAS船←非SOLAS船からの脅威 
・港湾←非SOLAS船からの脅威 

②脅威の分類 
・非SOLAS船をどのように分類するのか？ 
・国別で潜在リスクが分類できるか？ 

③可能な措置 
・シナリオ設定 
・対応策の策定 

�特に SLAの開発に用いる許容リスクを考慮する

とともに、IMOにおける今後の Formal Safety

Assessment（FSA）（＊４）に関する作業について検

討する。

�タンカー�バルクキャリアを対象とする GBS

の階層構造を検討する。

�SLAを用いて、タンカー�バルクキャリアのGBS

における第２階層を検討し発展させる。

�船体構造、復元性、操縦性、防火措置、人的要

因等、異なる分野の安全設計手法からリスクモ

デルを抽出する。

�関連用語の統一を図るとともに、SLAに対する

GBSガイドラインを作成する。

＊１：第４階層に位置づけられる船級協会等の規則が、

GBSの第１階層および第２階層に適合しているか
どうか検証するためのプロセス

＊２：MSCの下に設置され、実際に第３階層を運用する
グループ

＊３：確率や統計に基づいて船舶の許容リスクを明確化

し、合理的な安全レベルを設定する手法

＊４：リスク評価手法を用いる規則作成手段

３．海事保安の強化

当該議題に関し、主に以下を検討した。

（ア）非 SOLAS船に関する港湾施設の保安の強化

SOLAS��－２章および ISPSコードの適用を

受けない船舶（以下、非 SOLAS船という）の

保安に関しても検討が必要であるとする日本、

英国、米国の提案を受けて、書面審議グルー

プを形成して検討を行うこととした。グルー

プは英国がメインコーディネーターに、日本

および米国がこれを補佐する形で次回会合に

向け、以下の項目を考慮した指針策定作業を

行うこととなった。

（イ）サプライチェーンの保安に関する海上輸送

部分での世界税関機構（WCO）との協力

アメリカ同時多発テロ以降、WCOは国際貿

易のサプライチェーンにおける安全確保にIMO

等の国際関係機関と協力し取組んで来た。こ

の問題に関し、コンテナセキュリティー向上

のための指針策定を行うことを日本が提案し、

海上安全委員会および簡易化委員会合同で作

業グループ（MSC�FAL合同WG）を設置し

て検討することとなった。ここでは、海上コ

ンテナが一旦保安検査を終えると以後の保安

検査を不要とする制度を目指す。なお、WCO

の構想は陸上を含むサプライチェーン全体に

おける保安確保を目指すものであり、IMO

でどこまで検討範囲を担当すべきかなどを当

WGは�）国際税関機構（WCO）の保安概念

図 指針策定上の骨子
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と SOLAS条約・ISPSコードとの矛盾点の洗い

出し、�）指針が強制化され、船舶・港湾の

負担増とならないよう配慮をし、�）通関当

手続きに関するシングルウィンドー化などの

点を踏まえて検討する。

（ウ）無線検査における船舶保安警報装置（SSAS）

の扱い

船舶の無線設備は定期的に検査を受ける必

要があるが、保安上の装置である SSASも無線

設備である事から、一般の無線検査と同様に

扱うと検査担当者に船舶の機密事項を開示す

ることになり、保安上問題があるのではない

かとの観点から検討が行われた。その結果、

SSASは無線検査要件に含める事は適当でない

としたが、将来再検討する可能性も含むこと

とした。

（エ）長距離船舶識別追跡システム（LRIT）：

（図参照）

既に前回会合において LRITに関する SO-

LAS条約の改正が２００８年１月１日に発効する

ことが決定している。一方で、LRITに関わる

データの扱い等運用の詳細等が依然として定

まっておらず、今次会合ではシステムに関す

る議論の整理の遅れが懸念され、新たに設け

られた ad hoc WGは次の問題を次回会合まで

に中間会合および無線通信・捜索救助小委員

会（COMSAR）等を通じて検討する。

� 監督機関：米国は LRIT稼働期限（２００８年１２

月３１日）までに国際移動衛星通信機構（IMSO）

が（改正 IMSO条約の批准および条約発効後

の総会決議などの手続きを要するため）監督

機関としての役を担えないと予測しており、

当面の間はMSCがその任を負うべきと提案し

たものの意見が分かれ、結果的に IMSOを監

督機関として起用する事が決定された。

� コスト負担：LRITは IMO加盟国、IMSO

加盟国、或いは船舶にはコスト負担を求めな

いとされていたが、IMSOは導入コストの提供

を受けることは不可欠だと主張し、今後、監

督機関への資金捻出方法を検討する。

� 情報処理センターの運用：米国が当面の間、

国際データセンターの設置および国際データ

交換網業務の実施を申し出たものの、反対が

多数あり、次回 COMSAR等において検討する。

４．人的要因に関わる検討

前回会合において人的要因に関してMSC�MEPC

合同作業グループ（WG）を少なくとも１年に１回

開催することと決定されたことに伴い、今次会合

で第１回WGが開催された。人的要因における各

種問題に関しては下図のとおり、各小委員会が関

係しており、それぞれで検討を行う。

（ア）BRMの強制化：ブリッジリソースマネジメ

ント（BRM）に起因する海難が多発している

との書面審議グループの報告から、航海士の

BRM訓練強制化について次回 STWで検討す

る。

（イ）海上人命安全および海洋環境保護強化に関

する ISMコードの影響と効果：前回会合で専

門家グループ（GIE）は、ISMコード関連文書

が�）会社の運航規模、形態に見合うもの、

�）簡潔かつ、扱いやすいこと、�）安全お

よび環境保護を考慮した運航に適したもので

なければならないとした。更に、ISMおよび

ISPS両コードで重複する項目を仕分ける必要

があるものの、保安情報の秘匿性からそれが

実行できない部分もあると指摘した。本会議

ではこうした問題は PSCのMoU、旗国および

P&Iクラブなど関係者にデータ提出を要請し、

調査を深めることを事務局に指示し、主管庁

の指針がより扱いやすいものとなるよう改訂

を行い、会社および船員によるコードへの理
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長距離船舶識別追跡システム（LRIT）とは？ 

LRIT情報の取り扱い原則 
　①自国船のLRIT情報を入手（旗国の権利） 
　②自国船のLRIT情報を提供（旗国の義務） 
　③他国船のLRIT情報を入手（入港国の権利） 
 
LRITシステムの資金、コスト負担 
　船舶には負担させない（利用国が負担する） 

 
 
 
国際航海に従事する次の船舶から自動的 
に船舶動静を陸上に送信するシステム 
 
　①　旅客船 
　②　300GT以上の貨物船 
　③　移動式海底資源掘削設備 

国内データセンター 地域データセンター 国際データセンター 

他のデータセンターが管理するLRIT情報を入手 監査 監督機関 

国際データ交換網　データセンター間のデータ交換 

船主の関心事項 
　・2008年12月31日運用開始を目指す米国およびその他の国の動向 
　・日本および便宜置籍国などの対応状況国 

SOLAS条約第Ⅴ章19規則 
（2008年1月1日発効予定） 

海
難
と
人
的
要
因
に
は
深
い
関
係
が
あ
る 

ヒューマンリソースマネジメントの強化 

ヒューマンリソースの検討 

ブリッジリソースマネージメント（BRM） 
訓練の強制化は必要でないか？ 

人間工学の検討 

INS/IBSの基準見直し 
水先人はしごの要件 
機関室配置の検討 
自動装置への対応 

自動機器トラブルシューティングが 
出来ない 

何故？ 
　機器への依存・過信なのか？ 
　トラブル対応要員が足りないのか？ 

ニアミス情報が集まらない 

事故の分析に必要な情報である。 
しかし、船・会社から情報が寄せられない 
のは何故か？ 

DE小委員会での検討 STW小委員会での検討 NAV小委員会での検討 

図 ヒューマンリソースマネジメントの強化
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解を高める必要な訓練が開発されるべきとし、

政府、非政府組織に対し次回 GIEの会議への

参画を求めた。

５．小委員会関係議題

MSCの各小委員会に帰属する主要議題は次のと

おりであった。

（ア）旗国小委員会（FSI）関係

�救命艇の事故防止に関する回章の強制化

救命艇の事故を防止する為に前回会合で「救命艇

の事故防止に関する回章（Msc．１�Circ．１２０６）」が

承認されたがこれを強制要件とすべきか前回 FSI

では結論づけられなかったことからこの検討を行

った。本会議では回章の運用について過渡期は非

強制とし、２０１０年に再検討を求める案、出来るだ

け早く強制化を求める案、関係業界の準備が整う

まで期間を定めず非強制とする案、業界の準備が

不十分なため代替措置を求める案などが検討され

た。審議の結果、現時点では非強制とし、２０１０年

までに強制化出来るようDEで検討することとなっ

た。

（イ）航行安全小委員会（NAV）関連：

� COLREG２３規則（a）IACSの統一解釈（UI）

に従って航海灯の二重化を要求する回章案は

検討を継続する。

� 北朝鮮のミサイル発射事件：昨年、北朝鮮

が行ったミサイル発射訓練について事前に航

行警報を発するなど航行安全対策が行われな

かったことについて航行警報に関する回章の

再認識を会議に求めた。

� 重要議題

主に以下を重要議題として扱うこととした。

（ ）内は最終化目標年を示す。

（�）INSおよび IBSの性能基準の見直し（２００７）

（�）ECDISの使用と ENCの開発に関する評価

（２００７）

（�）COLREG付属書� 灯火の色に関する改

訂（２００７）

（�）緊急時の船舶指揮に関する指針（２００７）

（	）航海灯および同制御機その他に関する性
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能基準の開発（２００７）

（�）ガリレオ受信機その他の全地球測位シス

テム性能基準（２００８）

（�）電子海図表示システム（ECDIS）の性能基

準の見直し（２００８）

（�）プレジャーボートとの航法：プレジャー

ボート密集海域における動力船の航法遵守

の困難性に注目した新たな航法導入に向け

た CORELG改訂の検討。

（�）安全な水先人移乗策の改善：SOLAS�章

２３規則および総会決議 A．８８９（２１）に従った

水先人の梯子を使用した安全な移乗に関し、

NAVおよび DEでの検討。

（�）船橋視界の定義 SOLAS�章２２規則：特

にコンテナ船の船橋における前方視界の死

角に関する解釈が曖昧であるため指針とし

て検討。

（�）AISの誤送信防止：船舶が発する AISの情

報に誤りが多いため「AIS装置の不正確な情

報発信防止策」について FSI（PSCに関する

部分）および必要であれば COMSARの協力

を仰ぎ、NAVにて検討。

（�）公海上での抗議活動に対する船員および

航行安全確保のためのコード：環境保護団

体船舶による捕鯨調査船に対する危険な抗

議活動等、FSIと共に新規指針策定を検討。

（ウ）防火小委員会（FP）関連（SOLAS	章関連

規則）


 第３規則：救命艇等の最低積みつけ高さの

規定等に関し、「不利な縦傾斜および横傾斜」

という定義について FP５０は SLF４９に詳細検討

を求めたが SLFからはその検討権限を越える

としたため、今次会合で検討し、DEおよび SLF

で更に検討する。

� 第１９規則：自由降下式救命艇による非常時

のための訓練および操練に関し、「simulated」

の文言が混乱を招くとした意見が支持され、

明確な表現とすべく同文言が削除された。ま

た、多数の国が「救命艇の事故防止の指針」

について修正を求めた。

（エ）設計設備小委員会（DE）関連：

主に以下を重要議題として扱うこととした。

（ ）内は最終化目標年を示す。


 救命設備の要件に関する体系的考え：SO-

LAS	章および国際救命設備（LSA）コード全

体の体系的な枠組みの見直しを日本が提案し

たところ「救命設備の要件に関する新たな枠

組みの策定」として検討することとなった。

なお、要すれば FPおよび COMSAR各小委員

会の協力を仰ぐ。

（オ）危険物、固体貨物およびコンテナ小委員会

（DSC）関連：

主に以下を重要議題として扱うこととなっ

た。（ ）内は最終化目標年を示す。


 甲板上木材の安全な輸送に関するコードの

見直し検討。（２０１０）

� SOLAS�章５規則および
章５規則で要求

される貨物固縛マニュアルの翻訳版の承認方

法の検討。（２００８）

� コンテナ固縛の安全作業に関する指針検討

（２００７）

（カ）訓練当直基準小委員会（STW）関連

ISMコード改正を含む船上における安全衛生意

識の向上の為、「船内安全衛生担当者のための訓練」

を検討する。

６．その他

（ア）自主的気象報に関するWMO報告：国際気

象機関（WMO）からはWMOを通じて世界の

気象機関が利用するデータを民間がウェブで

公開したため、一部船社は保安上、船舶から

通報する気象観測データについて、船舶符号
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１

を擬似符号に変換している旨の報告をした。

WMOはこれ以外の擬似符号への変換方法も運

用されていることを紹介した。

（イ）海賊および武装強盗からの海上交通の保護

の強化に関する報告：事務局はMSC７７以降、

船舶に対する海賊および武装強盗に関し、月

次および４半期報告を実施しているが２００６年

は前年に較べ、９ヶ月間の統計では被害数が

８％減少したと報告した。原因として軍等の

警備活動の強化が大きいと評価する反面、領

海内での錨泊あるいは係岸中の船舶の被害が

多発しているとし、各国からの情報提供等の

協力を繰返し求めた。なお、�）紅海および

アデン湾沿岸国によるイエメンセミナーおよ

びオマーンワークショップ、�）マラッカ・

シンガポール海峡沿岸の航行安全に対する取

り組み、�）西および中央アフリカ海事機関

（MOWCA）と IMO合同の沿岸警備に関する

会議など各地で会議が開催された旨報告があ

った。 （海務部：平尾・山崎）

内外情報

国際的な影響に配慮した海事政策の検討を求める
―ICS�ISFがEU共通海事政策に関するコメントを欧州委に提出―

２００５年３月、欧州委員会はボルグ（Borg）委員

（マルタ出身、漁業・海事担当）を議長とするタ

スクフォース（TF）を立ち上げ、EUとしての今後

の海事政策の検討を開始した。同 TFは、運輸担当

のバロ（Barrot）委員をはじめ、企業・産業、環境、

地域政策、科学・研究、エネルギーをそれぞれ担

当する欧州委員会委員が参加し、広範な海事関係

者の意見を聴取した後、２００６年６月にグリーンペ

ーパー＊を発表した。

（関連記事：本誌２００６年８月号Ｐ．８～１０および

Ｐ．２１ 各種調査・報告書欄）

【資料１】の通り、２００７年１月時点で EU加盟国は

２７カ国を数え、今後も拡大継続を予定しているこ

とから、世界における EUの存在感は一層高まって

いくものと考えられる。

そのため、EU共通海事政策は世界海運界にも影

響を及ぼすことになると思われるが、グリーンペ

ーパーに含まれている海運業界関連の事項は以下

の通りである。

○海事雇用促進関連

―EU域内における船員資格の相互承認実現に向

け、既存の法的障壁の解消。

―EU船員の就業能力拡大のため、船員教育・訓

練を整備し、国際基準プラスアルファの技能

の取得実現。

―EU各国における船員賃金基準の問題（EU加盟

国籍船上の賃金水準は如何にあるべきか）に

ついて、EUレベルでの更なる検討。

―船員の適正な生活条件・労働環境確保の上で、

EU加盟国による ILO海事統合条約の批准・実

施が不可欠。これに関連して、欧州委は EU

域内での ILO海事統合条約施行に関する通達

を２００６年中に発出予定。

○海事関連各分野の相乗効果向上関連

―優良船主を港費・保安検査上で優遇する等の

適切なインセンティブ制度の振興。

―船舶に対する強制保険制度の実施。

―P&Iクラブによるクオリティシッピングへのイ

ンセンティブと、サブスタンダード船へのペ
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ナルティの導入。

○海事データ管理関連

―航行安全�セキュリティの関連情報を域内当

局で交換する SafeSeaNetシステムの導入。

○その他

―EU域内における航行安全�保安�環境保護問

題に関して同一規則を適用する“Common EU

maritime space”構想の導入。また、同構想が

国際的な貿易交渉におけるカボタージュの扱

いに影響を与えることを示唆。

―EU船籍の導入可能性の検討。

―海事関連国際機関における EUのステータス�

役割の見直しが必要。２００２年の欧州委勧告を踏

まえ、共同体としての IMO加盟問題への対処。

―EEZ（排他的経済水域）及び国際海峡に係る

UNCLOS（国連海洋法条約）の内容は、沿岸

国が通航船舶に対し管轄権を行使できるよう

強化すべき。

―最低限の船舶解撤基準義務化達成とクリーン

な解撤施設の確立について、国際的レベルで

これを促進するイニシアティブを支持。

―旗国と船舶の genuine link（真正な関係）につ

いての IMOの研究結果が示される（IMOは国

連総会で要請されている）ことを期待すると

ともに、早急に本問題に関する結論が出され

ることを熱望。

―密輸・密航・テロ行為・環境汚染防止のため

の船舶臨検に関する域内関連当局連携強化の

必要性。

―海上での海賊�略奪行為防止のため、域内で

の統一方策の導入。

同ペーパーに対し、国際海運業界としてのコメ

ントを検討してきた ICS�ISF＊＊は、２００６年１２月１２

日に欧州委員会に対し２２頁にわたるコメントを提

出し、その概要をプレスリリースした。同プレス

リリースの仮訳は【資料２】の通り。

欧州委員会は、グリーンペーパーに関する関係

者との協議を２００７年６月までに終える予定で、同

年後半には正式な提案を発表すると見られている。

EUにおける共通海事政策の検討は、日本船社の

活動にも影響を及ぼすものであることから、当協

会は ICSの一員として今後の動向を注視していく

こととしている。

【資料１】

○EU拡大の歴史＜２００７年１月時点の EU加盟国―２７カ国＞

原加盟国（１９５８年）：独、仏、イタリア、ベルギー、オランダ、ルクセンブルク

第１次拡大（１９７３年）：英国、アイルランド、デンマーク

＊グリーンペーパー
グリーンペーパーは議論を喚起するために作成さ
れる文書（いわゆる議論のたたき台）。それに対して
ホワイトペーパーは、グリーンペーパーに基づく議
論を踏まえて作成される、公的かつ具体的な提案文
書。

＊＊ICS : International Chamber of Shipping
国際海運会議所。各国船主協会を会員として１９２１
年設立。本部はロンドン。海洋環境保全、船舶航行
安全、海事法制、情報システム、海運政策等につい
て検討を行い、IMO等において海運業界を代表する
組織として活動している。日本船主協会は１９５７年４
月に加盟。ウェブサイトは http：��www.marisec.org
�ics�index.htm

ISF : International Shipping Federation
国際海運連盟。各国船主協会を会員として１９０９年

設立。本部はロンドン。船員の労働条件、資格、訓
練、福利厚生など海上労働問題全般にわたる国際的
な検討、処理を目的とする団体。IMOや ILOにおい
て、使用者を代表する国際組織として活動している。
日本船主協会は１９５７年５月に加盟。ウェブサイトは
http：��www.marisec.org�isf�index.htm

ICSおよび ISFは、２００６年１２月現在、両団体合わせ
て４０カ国の船主協会から構成され、世界商船隊の７０
％を代表している。欧州域内の問題に対応する欧州
共同体船主協会（ECSA）とも密接に連携している。

（企画部：中村）
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第２次拡大（１９８１年）：ギリシャ

第３次拡大（１９８６年）：スペイン、ポルトガル

第４次拡大（１９９５年）：オーストリア、スウェーデン、フィンランド

第５次拡大（２００４年）：ポーランド、チェコ、ハンガリー、エストニア、ラトビア、リトアニア、マル

タ、キプロス、スロバキア、スロベニア

（２００７年）：ブルガリア、ルーマニア

○今後の EU加盟候補国

トルコ、クロアチア、マケドニア旧ユーゴスラビア共和国

○潜在的加盟候補国

アルバニア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、セルビア、モンテネグロ

○将来的に加盟を目指している国

ウクライナ、ノルウェー、モルドバ

【資料２】

２００６年１２月１２日

欧州委員会に提出

EU共通海事政策（案）に対する ICS�ISF のコメント

国際海運会議所（International Chamber of Shipping : ICS）と国際海運連盟（International Shipping Fed-

eration : ISF）は、２００６年６月に発表されたグリーンペーパーでその概要が示された欧州海事政策の幅広

い見直しについて、詳細かつ包括的なコメントを欧州委員会に提出した。同グリーンペーパーは世界の

海運業界に大きな影響をもたらすことになるだろう。

ICS�ISFは、欧州委員会による政策の見直しが、海運業の重要性を認めた上でのものであり、かつ EU

のリスボン戦略＊に基づく欧州海運業の競争力強化のためにふさわしい手段であるとする鮮明な態度を評

価するものである。

しかしながら ICS�ISFは、IMOや ILOでの技術的案件に係る意思決定の質的な側面に影響を与えか

ねないとの理由により、IMO�ILOにおける EU加盟国の対処方針を EUとしてさらに調整しようとする

提案に対しては特段の懸念を表明するものである。IMOでのこうした動きは、現在 EU各国の海運当局

が IMOという重要な多国間機関において享受している影響力を実際に損ねる惧れがある。

また ICS�ISFは、国連海洋法条約の改定を求める提案に対しても懸念を持っている。EUは排他的経

済水域（EEZ）における旗国権限の変更を提案する前に、沿岸国が（UNCLOS改訂の結果得られるであ

ろう）EEZにおける新しい権限を、無害通航の侵害に故意に用いる惧れがあり、これは世界の主要な戦

略的水路における海上貿易に深刻な影響をもたらしうることを非常に慎重に考慮すべきである。

更に我々は“欧州共通海域（Common European Maritime Space）”構想、特にグリーンペーパーの中

で「同構想は国際的な貿易交渉におけるカボタージュの扱いに影響を与えるであろう」としている点に
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２ ベトナム海運関連市場へのアクセス等が大幅に改善
―ベトナムのWTO加盟について―

WTO（世界貿易機関）は１９９５年１月にベトナム

からの加盟申請を受領した後、作業部会における

審議等の審査プロセスを進めてきたが、２００６年１１

月７日の一般理事会（於ジュネーブ）において同

国のWTO加盟を承認した。

その後議定書批准等の諸手続きを経て、ベトナ

ムの加盟は２００７年１月１１日に発効することとなっ

た。

（ベトナムは１５０番目のWTO加盟国・地域となる。

アジアでは同国を含め２２カ国・地域がWTO加盟）

わが国とベトナムの貿易は、２００６年に初めて１

兆円突破が見込まれるなど拡大を続けており、海

運分野で見ても２００６年１月～９月までの日本発・

ベトナム向けコンテナ荷動き量は４万４，０００TEU

で前年同期と比べて３４％増、ベトナムからの輸入

も５万５，０００TEUで前年比２０％増と、日本関連アジ

ア域内航路で２００６年に最も荷動きが伸びた航路の

ひとつとなっている。また、低コストで優良な労

働力が得られることを背景に、わが国による累積

直接投資額は２００６年６月末までに６８億ドルに達し

ている（日本の投資額は台湾、シンガポールに次

ぎ３位）。このような状況下、わが国産業界ではベ

トナムに対しWTO加盟による一層の市場環境整備

と経済成長が期待されていた。

ベトナムではWTO加盟により、関税率の削減

（【資料１】参照）や投資規制の撤廃等、貿易・投

資環境は大幅に改善されるが、海運関連分野でも

【資料２】の通り関連市場アクセス等が改善され

ることになる。

また、わが国はベトナムとの経済関係を更に強

化するため、２００７年１月から EPA（Economic Part-

nership Agreement：経済連携協定）締結交渉を行

うことにしており、海運サービスについても一層

のビジネス環境整備に向けた協議が行われる予定

である。

着目する。EUは、同構想が非 EU船社の（現在は国際航海と分類されている）EU域内航路参入を制限

する手段に用いられないことを明示すべきである。

環境問題については、海運が他の商業的輸送手段と比べて非常に環境にやさしい輸送手段であること、

及び、地球温暖化問題について海運は解決策の一部であって問題児ではないということがグリーンペー

パーでは十分強調されていないことを指摘したい。

なお、ICS�ISFの欧州委員会提出コメントは以下のウェブサイトから入手できる。www.marisec.org

（アクセス後、’industry submissions’をクリック）。

欧州委員会は、グリーンペーパーに関する関係者との協議を２００７年６月までに終える予定で、２００７年後

半には正式な提案を発表すると見られている。

＊リスボン戦略

２０００年３月に欧州理事会によって採択された１０ヵ年計画。同戦略は、EU経済を２０１０年までに知識経済・社会を基礎とし
た世界で最高の競争力と活力をそなえたものに改革することを目指したもので、１）持続的な経済成長、２）完全雇用、

３）社会的結束の強化、という３つの政策目標を設定し、欧州型経済社会モデルの構築を宣言した。
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（企画部：中村）

【資料１】わが国関心品目のベトナムにおける税率

品 目 名 WTO加盟前の税率 WTO加盟交渉結果による税率

自動車（部品） ５～５０％ ２～３年後に２～８％

自動車（完成車） １００～２００％ １００％のもの→５年後に７５％

１５０％のもの→５年後に１００％

電気機器・部品 ０～４５％ 一部３～５年後に５～１５％の削減

鉄鋼・鉄鋼製品 ５～５０％ 一部５～７年後に５～１０％の削減

※国土交通省海事局外航課国際機関条約対策室作成資料をもとに作成。

【資料２】ベトナムWTO加盟後の主な改善点（海運関係）

ベトナムWTO加盟前 ベトナムWTO加盟後

外航海運サービス市

場アクセス

（如何なる自由化も）約束しない。

＜自国籍船優遇措置、将来の規制強

化等があり得た＞

貨物輸送を制限しない。

＜海上貨物輸送に関し、無差別で自由なアクセスを将来にわた

り保障＞

外航海運に従事する

現地法人の設立

（如何なる自由化も）約束しない。

＜ただし日本の場合は日越投資協定

に基づき例外＊＞

―加盟時に５１％外資の合弁企業の設立認可（５社に限定）

―２年毎に合弁企業の数を３社追加

―加盟５年後に外資制限、合弁企業数制限を撤廃（１００％外資可）

港湾サービスの利用

アクセス

（如何なる自由化も）約束しない。

＜差別的な措置等があり得た＞

合理的かつ無差別な条件で利用可能。

その他（最恵国待遇

免除登録）

ベトナムと二国間での合意がなされれば、WTO加盟条件（加盟

５年後に外資制限を撤廃）の例外措置として、５年待たずに

外資１００％の現地法人設置が可能となる。

※国土交通省海事局外航課国際機関条約対策室作成資料をもとに作成。

＊２００４年１２月に発効した日越投資協定による最恵国待遇規定に基づき、邦船社については、１００％独資現地法人の設立が１社のみ認められており、そ

れ以外の場合は５１％独資による現地法人設立が容認されている。
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２００６年６月に発表された、「新欧州海事政策に関

するグリーンペーパー」は、２００７年６月までに関

係者との協議を終え、２００７年末までに EU議会と理

事会に提案することとされている（本件に関して

は、本誌２００６年８月号Ｐ．８～１０の同欄記事参照）。

議論収束に向け論議が活発化しているなか、２００６

年１１月にベルギー・ブリュッセルで開催された「新

欧州海事政策フォーラム」に参加する機会を得た

ので、同フォーラムの概要を報告するとともに、

最近の会合から２つの論調（要旨）を抜粋し、併

せて参考に供する。

１．新欧州海事政策フォーラム

フォーラムは、２００６年１１月２３日にブリュッセル市

内のホテルで開催され、ECコミッショナーの基調

演説、セッション１“欧州議会と加盟国議会の認

識”、セッション２“欧州海事産業の認識”、セッ

ション３“グリーンペーパーから活動計画に向け

て”の構成で進められた。同フォーラムには内外

の関係者１２４名が参加した。

【総括と所感】

海洋と海事に対する欧州のこの半年の議論を振

り返ると、人間活動にとっての海とは何かの視点

からそれらをカテゴライズすると共に、EU加盟国

の個別政策と EUとしての将来の共通政策を念頭に

置いた上での海洋と海事の統合化の議論になって

いる。当該フォーラムの議長を務めた Dutch Mari-

time Networkの会長であるNiko Wijnolst氏は、欧

州の産業部門が海事の戦略形成において重要な役

割を担うべきであるとし、そのためには海事クラ

スターが EU政策の牽引となる必要があるとの論調

をこの時期に展開している。以下は、グリーンペ

ーパー論議の収斂に向けた同氏の主張と、EC環境

担当コミッショナーの Stravos Dimas氏の「環境課

題と将来の欧州の海事政策」、EC漁業及び海事担

当コミッショナーの Joe Borg氏の「欧州の海事政

策、グリーンペーパーから活動計画に向けて」の

論旨である。

グリーンペーパー草案の刊行以来半年の経過の

中で、網羅すべき領域の選択は現実的になってき

たが、将来の取組みを具体的に進めようとする場

合にはまだ十分でない感がある。関係者との協議

を踏まえ、２００７年６月までにどのように取り纏め

るかが焦点となろう。

【Niko Wijnolst 氏の主張の論旨】

EUの将来の海事政策に係わるグリーンペーパー

は、半年の論議を経て、次の５つのテーマに焦点

が当たって来ていると理解する。

� 持続可能な海事の展開における欧州のリーダ

ーシップの保持

� 沿岸地域の生活の質の最大限の向上

� 海洋と人との関係を管理するツールの提供

� 海事のガバナンス

� 欧州の海事遺産の再生と海事のアイデンティ

ティーの再確認

�と�のテーマは、将来の海事政策のシステム

上の境界の問題を産み出す。グリーンペーパーで

各種調査・報告書欄

「新欧州海事政策―グリーンペーパー論議―」最近の動き
海洋政策研究財団 主任研究員 今井 義久
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用いられている非常に広範な定義は包括的である

が、扱うのに非常に複雑になるかもしれない固有

の問題を提起する。

�のテーマは、関連する海事と海洋の部門に関

するデータの重大な不足と公平な行動基準を形成

し、取組みとそしてモニターすることを難しくし

ている論題がある。�の海事のガバナンスを定義

することは、そのような確実な量的面をベースに

持たなくしては、なおのこと難しくなろう。

将来の海事政策は、非常に多くのその他の国際

的、国内的、そして EU政策と関連しているため、

ゴルデイアスの結び目を解くのにリーダーシップ

を発揮するだろう。�の欧州の海事のアイデンテ

ィティーのテーマは、グリーンペーパーの協議の

プロセスに寄与する加盟国を励まし、魅了的なコ

ミッションによる徹底した努力による後押しを得

るかもしれない。

グリーンペーパーが、次の３つの主要課題、シ

ステム上の境界、データの欠如、政策のヒエラル

キーを提起することは明らかである。複雑さを第

一に減らす必要性と、そして欧州の海事クラスタ

ーが将来の EUの海事政策を支持して牽引力となる

べきことの評価に関する２つの部門に結論付けが

されるであろう。

システム上の境界は、地理的、経済的、環境と

社会面の領域のような範囲を基に定めることが出

来る。グリーンペーパーにおける地理的範囲は、

世界レベルから欧州レベル、地域レベル（例えば、

バルト地域）、加盟国レベル、EEZ、そして最後に

地方のレベルにその範囲の変更が及ぶ。

経済的な領域は、漁業、オフショア、海運、造

船、海事クラスターのような個別の部門に係わる

公正な競争環境、雇用、付加価値、輸出とイノヴ

ェーションを通じたグローバルな競争力によって

変わる。環境も多くの範囲に亘っており、海洋と

海事、沿岸の侵食と保護、海洋汚染、オフショア

エネルギー、気候変動、海岸の枯渇、生物多様性、

土壌汚染、生息地と水の管理、安全とセキュリテ

ィー、空間計画についての知見を通じた持続可能

な成長のための条件を整える。社会的な範囲は、

発展のための沿岸観光、不法移民、教育、海事遺

産とアイデンティティーを通じた雇用と教育の範

囲に行き渡っており、更なる範囲が付け加わる可

能性がある。

ショートリストは、グリーンペーパーが定めよ

うとしている海事のシステムの複雑な境界を説明

する。しかし、我々がどこに限界を引くかは明確

でない。

それにも拘わらず、海事政策タスクフォースは、

将来の欧州の海事政策が包含すべき範囲と同様に、

より明確にシステムの境界を定めるための努力を

尽くすべきである。論題と範囲についての現行の

“主要な選択（capita selecta）”は、グリーンペー

パーの中心となる問題に焦点を当てることを難し

くしている。

海事と海洋のデータの欠如の問題であるが、海

洋と海事、沿岸、浚渫のような人的活動の影響、

海事部門とクラスターの定義とその規模、気候変

動等々についての知見の重大な欠如がある。海洋

と海事の世界の複雑な関係についての確たる理解

無しには、海事の政策を形成しモニターするのに

携わる上で利用することが出来る行動基準を策定

することは難しい。

科学的知見とデータの乖離を締め出して、包括

的な欧州の海事政策を形成する幾つかの努力に対

して率先者となるべきである。これは、また、欧

州の海事が期待する範囲についてのシステム上の

境界を定めるそのプロセスを支援する。是非とい

うのではないが、関連のある変化、それらの程度、

将来の海事政策の目標についての論議を避けるた

めには必要なことである。

最後に政策のヒエラルキーの問題がある。国連

海洋法条約は加盟国と EUが署名し、海事と海洋の

世界の主要な部分を統治するためのグローバルな

海事政策の１つの例である。IMOはもう１つの例

であって、海運、造船、舶用の部門に焦点を当て
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ている。その加盟国は、バルト海地域にとっての

ヘルシンキ委員会のような第三諸国との地域政策

フォーラムの一部を担っている。EUの政策には、

様々な海事政策の目標或いは EUの漁業政策のよう

な部門の政策に対する結合政策に関連するような

ものがある。

EUのこれらの政策に係わる影響と管理は幅広く

変わる。加盟国の政策と共に、助成の問題がしば

しば生じる。更には、明確な描写とヒエラルキー

がグリーンペーパーには欠けていることから、加

盟国の間での論議にとってのハードルがある。

グリーンペーパーは欧州の海事政策の枠組みを

定める立派な企てであるが、海事と海洋のマター

についてのデータの構造的な欠如、明確なシステ

ム上の境界が欠けていること、更には、その他の

国際的な且つ EUの政策範囲との政策的ヒエラルキ

ーの不在と複雑な関係が、当該論議に対する建設

的な貢献のタスクを難しくしている。

それ故に、加盟国では沿岸ツーリズムに向けら

れているような日常的なテーマの取組み以前に、

基本の問題を扱うべきである。問題は加盟国が EU

に求めることは何かであって、その回答以前に、

EUの海事政策の中でそれをどのように構築するか

である。

目の前のタスクの複雑さをどのように減らすこ

とが出来るか？ ２００６年１０月５日にオスロで開催

の海事産業フォーラムでは、海運、造船、舶用、

港湾の諸部門の代表からの陳述があり、市場の問

題が EUの将来の海事政策問題の中心であるべきと

の意見の表明があった。そこにおいては、海事の

各部門が海事クラスターに結びついて経済的な牽

引をする者である。

このような活動がなくしては、新しい EU政策に

とっての真の必要性というものは無いだろう。従

って、EUの将来の海事政策の中では、欧州の海事

クラスターの中心的立場を取り上げることが海事

政策タスクフォースにとっての賢明な考えであろ

う。そして、それが関連する問題の解決に当たっ

て積極的に関与すること無しに中心的な活動の場

になることが予想しきれないので、海事の諸部門

が彼らの活動の上で環境と社会的な局面に更に関

与すべき意味合いも含むだろう。

欧州の海事クラスターは、EUの海事の政策策定

の牽引としての責任を担う用意があるかどうか。

用意がある場合は、すべての海事部門が堅実な EU

政策が世界市場の需要によって導き出されるべき

であることを確信する。競争は熾烈であって、そ

れゆえに、EUが統合した海事政策を展開すること

は素晴らしいことである。用意の無い場合は、全

ての加盟国と海事部門がそうではないが、過去数

十年にわたって多くの進歩がなされて来たけれど

それに挑む用意がある。

その他に、我々が実際に話すことを承知してい

るか、欧州の海事クラスターがどれほど大きい規

模か、我々はどのようにそれを定義して測定する

かがある。これらの重要な問題に答える用意をす

るために、EUは世界の主導的欧州の海事クラスタ

ーを定義して測定するための新しい研究をコミッ

ションに求めるべきである。このことが、欧州に

おける透明性を容易にし、分裂を減らすのにも役

立つだろう。

第一段階では、欧州の海事クラスターのネット

ワークを創出した１０カ国によって目標に向けた歩

みが取られた。これに関し、オスロの海事産業フ

ォーラムでは、「ダイナミックな欧州の海事クラス

ター：Dynamic European Maritime Clusters, pub-

lished in August２００６by Maritime Forum, Norway

and Dutch Maritime Network」と題する本の刊行が

紹介された。（筆者注：Wijnolst氏は、同書の中で、

「海事クラスター政策とグリーンペーパー」他の

執筆を担当している。）

それには、欧州にとっての経済クラスターの重

要性に関する EC総局の貢献も含んでいる。市場部

門を志向することが、産業と社会に十分に基盤を

置いた包括的な将来の欧州の海事政策に到達する

最良の方法であろう。
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【Stravos Dimas氏（EC環境担当コミッショナ

ー）基調演説論旨】

海洋と海事は地球の表面の７１％をカバーしてお

り、海事経済の源である。EUコミッションは、昨

年、２０２１年までに EUの海洋環境の全般的良好状態

を達成する目的を持った海洋環境に関する戦略的

テーマを採択したが、これは環境政策の策定にと

っての新しい包括的アプローチを表すものである。

EUにとっては、あらゆる圧力と影響を包み込む海

洋環境の保護を強化するための統合戦略を展開す

る時期である。海洋戦略は、２００６年６月のグリー

ンペーパーの採択に端を発する EUの将来の海事政

策の環境上の幾つかの柱になっていくものである。

３つの柱は、生態系ベースの管理についての原理

の導入、欧州の海洋地域における特殊な環境上の

特質に対する戦略的配慮、将来的措置が導き出せ

る知識ベースの必要性に傾注した戦略である。

３つ目の柱では、良い政策というものは優れた

知識ベースの情報に基づくものであると言える。

海事産業の持続可能な発展と環境の保全は必ずし

も対立するものではない。シップリサイクルの問

題については国際的な解決を求める必要があるこ

とは明白であるが、欧州自身としての対処も必要

である。環境に優しい燃料の使用或いはエネルギ

ー効率の良いに代表されるグリーンシップ（次期

フレームワークプログラムの下でのウオーターボ

ーン技術プラットフォームの実施構想の中の１つ

の課題）のような技術革新が、海事産業の競争力

の向上には必要である。

【Joe Borg 氏（EC漁業及び海事担当コミッショ

ナー）基調演説論旨】

我々は欧州の海事経済の多くの現実に目を向け

た論議を続けて来た。

グリーンペーパーについての１年にわたる論議

の過程で、共同体にとっての将来の海事の政策は

次の４つのことを構成内容とするであろうと理解

している。

�海洋と海事の持続可能な利用、海事の経済の更

なる発展とその他の国々に対する競争力の問題

に欧州がどのように係わるべきか。

�既存の海事と海洋のデータを更に広範に有益な

ものにし、更なる海洋システムの学習と海上の

新しい革新的利用の促進を踏まえての潜在的知

識ベースと革新。

�空間利用と統合的沿岸域の管理を含み、海事の

クラスターに対する重要な領域と活動を齎すこ

とによる海洋と陸上のインターフェースの管理

のための最良の手段を通じた沿岸区域での生活

の質の向上。

�ガバナンスとどのようにメンバー国、地域、EU

が海洋と海事の更なる統合的管理を発展すべき

か。

これらの全てが、欧州の海事クラスターに係わ

ることである。グリーンペーパーの中で示してい

るが如く、EUは世界の主導的な海事の勢力であり、

特に、海運、造船技術、沿岸観光、代替エネルギ

ーを含むオフショアエネルギー、付帯するサーヴ

ィスに関してはそうである。将来的に見ると、ク

ルーズ船運航、ツーリズム、港湾、養殖漁業、代

替エネルギー、水中通信と海洋バイオ技術のよう

な分野に潜在的成長を想定出来る。そして、我々

はこれらの海事の諸活動からもたらされる利益を

極大化する方法を見出す必要がある。海事の領域

は経済成長と雇用の創出を謳ったリスボン戦略に

対する貢献をし得る。

２．最近の会合における論調（要旨）

� MARE FORUM２００６（２００６年９月２５・２６日、於

アテネ）会合議長Mr. Michael Grey（ロイズリ

ストのコラムニスト）のChairman's Notesから

海運業は統合海事政策の検討における１つの

要素であることは明らかである一方、その部門

が欧州にとっては重要なものであり魅力のある

環境運営をすることが、それが繁栄するには必

要であると理解している。ECコミッションが、
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常に、政策的観点から行われることは全て海運

部門の競争的立場の向上と強化に寄与すべきと

の強いメッセージを受け取っていることは明ら

かに見える。

海運業がより簡素化した堅実な規制の体制を

必要とし、コミッショナーもその安定的規制の

枠組みを強調しているように、そのような示唆

については幅広い了解があることは明白である。

海運の業界活動において、欧州だけがこのプロ

セスにおいて取り分け重要である人的資本の改

善を伴う高度に革新的な研究開発を進めるなら

ば、グローバルなこの産業において成功を収め

るだろうとの示唆には熱心な産業の利害が絡ん

でいる。

交易に対する障壁の除去とその容易化に対す

るより良い改善プロセスが、明らかに高い優位

性となって現れる。欧州の内航業界は未だに過

剰な官僚的な税関体制に苦しんでいて、これは

明らかに短距離水上輸送の更なる成長の実現を

妨げている。そして、規制の全体的な圧力につ

いては、妥当なコスト利益の精査を条件とする

政策的支援が明らかにあり、そのために付加価

値を見出すもののみに展望がある。更なる規制

をするよりも、最良の規制をすることがむしろ

強調される。

均衡がグリーンペーパーの繰り返すテーマに

とって必要である。即ち、輸送の競争モード間

の均衡、海事分野の色んな関係者のニーズの間

の均衡、次の世代とその他の社会的考察に対す

る成長にとっての必要性と環境を保護するため

の必要性のお互いの間の均衡がある。

海運業に幾つかの機会を提供する必要なプロ

セスと機会そのものがあるという見方を共有す

る証があってさえも、海運業に係わる幾つかの

問題は明白であって、妥協をすることが必要で

あるかもしれないこともある。選択的な欧州の

船舶登録についてのいくつかの有利性がある場

合、或いは、欧州のコーストガードの展開に対

する必要な潮流、国連海洋法条約についての何

等かの改定を伴う或いは無くしての共通の欧州

の海事空間の出現を志向するプロセスを認める

ような場合の幾つかの点では見解を異にするこ

とがあるかも知れない。

人的要素に対するコミッションの関心と EU

の乗組員の雇用についての可能性、高度の資格

を持つ船員に対する必要性が、産業界全体に亘

り広範に占められる課題であろう。海運業は人

的資本に依存しており、新しい世代に対するキ

ャリアーとして自らを売り込めないならその将

来の見通しは厳しいものがある。

明らかに、欧州の職業を保護する必要性と陸

上での国際的なマンニングを認める必要性に関

しては異なる見方があり、そのことは欧州海運

業の継続的競争力にとっては重要なことである。

キャリアーマッピングの概念から出てくる幾つ

かの有望な考えがあるかもしれない。

グリーンペーパーの中では、港湾政策が全体

の統合部分となって行き、海運業が依存できる

高度の効率的な港湾インフラを持たない場合は、

それ自体が障害となるであろうことは明らかで

ある。

要点整理

ａ．海運業は積極的促進と調和の取れた安定を

必要とする。

ｂ．魅力のある環境行動を必要とする。

ｃ．国際的な法規制を必要とする。

ｄ．現実的で独断的でない調整的アプローチを

求める。

ｅ．船上と沿岸域の両方で産業にとってのより

良い教育を受けた人、若年層を確保するため、

人的要素についての大きな新しい焦点を求め

る。

ｆ．持続可能性の観点からのその先端の保持を

海運業に助長する新しく且つよりクリーンな

船舶技術を必要とする。
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ｇ．技術革新と研究開発について新しい強勢を

求める。

ｈ．それがそこに存在したいためには、欧州に

堅実に根付いた本質的に機動性のある産業を

維持する財政上の体制を求める。

ｉ．経済と統制の両面で、優秀なオーナーを支

援する実用的で現実的なインセンティヴを必

要とする。

ｊ．付加価値を生み、高度化した、安全且つ持続

的な海運業に焦点を当てた支援を必要とする。

ｋ．海運業は独自性を持つ産業で、そのニーズ

はグローバルであることの理解を必要とする。

ｌ．規制する側と業界の間では、更なる交流と

相互理解の促進、信頼の構築を共に行う必要

がある。

ｍ．諸々の政策においては、過去に行われて来

たよりも、規制を現実的で、先見的且つ反作

用のないようにすることが必要とされる。

� Maritime Industries Forum（２００６年１０月６日於

オスロ）会合での、EUの漁業および海事担当コ

ミッショナーMr. Joe Borg のスピーチから

欧州の海事産業の利害関係者で組織構成して

いる「海事産業フォーラム（MIF）」の当該会合

において、Joe Borg氏は、知識が最良の決定の

ためのベースの認識からのその潜在的可能性、

競争力の強化、海事のガバナンスの３つの主要

テーマに関して、産業界の見解を聴取する目的

からの下記のスピーチを行った。なお、もう１

人の EUコミッショナーの Gunter Verheugen

氏からは、欧州の海事産業がイノヴェーション

に明らかに焦点を向け、グローバルのレベルで

競争力を保持する必要性についてコメントした。

以下が Borg氏のスピーチである。

「欧州が、全ての包括的アプローチが海洋環境を

可能な限り保護する手立てを併行して取る一方、

海からもたらされる利益を最大限にするために最

良の保証が得られるよう論議の上、更なる包括的

アプローチを採るべきであると確信している旨の

認識を改めて強調したい。

また、欧州が様々な部門の政策の中における達

成に焦点を当て、諸政策が更なる広範な適応を通

じてその他の政策分野を強化出来るよう検討する

ためには、何をすることが必要とされるかを示唆

したい。

EUレベルでは、理事会、議会、委員会それ自身

としては、これをどのようになし得るかを問いか

けたい。そして、海事の産業界と同じく EUの加盟

国が、税関管理、海上の環境と安全のような課題

について、更なる調整的アプローチから EUのガバ

ナンスに進むよう立ち向かうだろう。グリーンペ

ーパーの中では、コミッションによって取り上げ

られた欧州の共通の海事空間（例えば、EU籍のカ

ボタージュの分野）の概念に注意を払って、その

ような概念が多大の利益をもたらすことになるだ

ろう。」

（筆者注：しかし、これに対し、INTERTANKO

（独立タンカー船主協会）を含む産業界からは懐

疑が表明された。）

「次に、IMOを含む国際的な場面での更なる EU

の関与の必要性があることも指摘したい。

競争力に関しては、ビジネス機会を捉えること

は産業界の役割であるが、政策の策定者はこの役

割に関する支援にあらゆる力を注ぐべきで、産業

界を支援する正当な政策とパラメーターは何か、

どのようにこれらを最良に進めることが出来るか

を問いたい。

欧州の海事産業は多くの海事分野のリーダーと

して、欧州全域にわたって、リスボン戦略で設定

した更なる成長とより良い仕事についての全面的

な達成に寄与することが出来ると考える。

グリーンペーパーの中には、様々な規制が対価、

少なくとも知識、品質を対象にしている場合の“最

良の規制”についての論議も入るよう最後に指摘

したい。」

関連記事（Ｐ．１６海運ニュース）も併せてご覧下さい
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新年賀詞交換会を開催
当協会は、恒例の新年賀詞交換会を１月５日（金）正午より海運ビルにおいて開催し、来賓とし

て国土交通省はじめ関係官庁や経済団体、会員会社などから総勢約４４０人の参加のもと、新しい年の

門出を祝った。当日は、鈴木邦雄会長の主催者挨拶に続き、公務多忙の中ご臨席いただいた冬柴鐵

三国土交通大臣より来賓を代表して挨拶をいただき、前川弘幸副会長の発声による乾杯の後、歓談

に入り、盛会裡に終了した。

なお、会費の一部から、海難救助のボランティア活動を支援する「青い羽根募金」（日本水難救済

会運営）への協力を昨年に続き行った。 （総務部：斎藤）

海運PRパンフレット「Shipping Now 2006」の発行
当協会では、日本の海運の果たす役割と重要性を教育機関、産業界始め広く一般の方々に理解し

ていただくための一助として、海運 PRパンフレット「Shipping Now」を例年刊行しており、今般２００６
年度版を発行いたしました。

このパンフレット（無料）は、わが国の経済と暮らしを支えて活躍する日本の海運の姿を写真や

グラフを主体に分かり易く説明・紹介したもので、講演会やゼミの資料としても広く利用されてい

ます。

ご希望の方は、送付先住所・宛先、部数を当協会総務部（広報関係：TEL０３�３２６４�７１８１、FAX０３�
５２２６�９１６６、e�mail : pub�office@jsanet.or.jp）までご連絡ください。なお、部数に限りがありご要望に
沿えない場合もございますので予めご了承ください。

パンフレットの項目は以下の通りです。

○豊かさの原点を支えるシーロード

・暮らしを運ぶ ・エネルギーを運ぶ ・産業を運ぶ

○内航海運の活躍

○日本海運の現況と課題

○環境問題への取り組み

○安全運航への取り組み

○船員育成への取り組み

○総合物流への挑戦

○船のいろいろ

○海運用語集

（総務部：�橋）

▲鈴木会長 ▲冬柴国土交通大臣 ▲前川副会長
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コンテナ船訪問記

２００６年１１月３０日、筆者を含めた６人の当協会事務局職員は日本郵船株式会社安全環境グループ・渡辺

さんの案内のもと、大井コンテナターミナルで荷役中のコンテナ船「NYK LYRA」（パナマ籍：欧州航
路）を見学した。本乗船見学は、同社のご厚意・ご協力によりコンテナ船の船内（ブリッジ、機関室）

および荷役（船内から）の見学を行い、今後の業務に役立てることを目的とした職員研修の一環とし

て実施されたものである。

コンテナターミナル（日本郵船事務所）到着後、一行はヘルメットを着用し、用意していただいた

車に乗って着岸中のコンテナ船に向かった。途中には稼働中のトランスファー・クレーンやコンテナ

を待っているトラックの列。わが国の貿易量のおよそ９９．７％（トン数ベース）がこうした港を経由し

て出入りしていることを改めて認識しているうちに、一行は接岸中の「NYK LYRA」側に到着した。６１６０
TEUの本船を目の前にし、その大きさに圧倒される思いであった。１１月から当協会で勤務している筆
者にとって、コンテナ船を間近で見るのはこのときが初めてだったため、気持ちが高揚している自分

に気づきつつ、軽い足取りでタラップを上った。

われわれ一行を船上で迎えてくれた

のは、船に出入りする者をチェックす

るフィリピン人部員と今回案内役を務

めてくれた二等航海士（以下２�O）。
予め乗船前に本船の乗組員が皆外国人

であることを聞いていたが、実際に外

国人の乗組員を目の当たりにすると船

舶の国際化・グローバル化を実感する

ことができた。

船内に入ると、はじめにエレベーターを利用して

最上階まであがり、船の司令室であるブリッジに案

内された。ブリッジの窓からは、ガントリークレー

ン３基がコンテナの積み降ろし作業を行っていると

ころを望むことが出来る。また、ブリッジ内に目を

やると、機具が整然と配備されており、室内の広さ

を実感する。２�Oに聞くと、（状況によって異なる
が）通常航海中、ブリッジ内では乗組員２名程で勤

務しているとのことだった。これだけ広いブリッジ

の中で、２名ほどの乗組員が大きいコンテナ船を操

舵する。素人から見れば、それだけの人数で船の操

▲ブリッジ内

▲ブリッジから
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舵は可能なのかと疑問に思ってしまうが、案内役の２�
Oは（ブリッジ内の広さに対する配置人数について）「問
題ない」と笑顔で答えてくれた。海の男はたくましい。

ブリッジ内を見渡すと、自動操舵装置をはじめ、電子

海図、情報表示装置、GPS等操船に必要なハイテク機器
が並ぶ傍ら、三角定規とともに鉛筆で書き込みがなされ

た海図が大きく広げられていた。数々の設備がデジタル

化されている中であっても、旧来の方法は依然として健

在のようである。

続いて一行は、機関制御室に案内された。そこを通り

抜け、階段を下りるとメインエンジン等が立ち並ぶ。本

船は停泊中であるため、メインエンジンは停止していた

が、船内の電気供給のために発電機は稼動しており、機

関室の中は会話を遮るかのような爆音が鳴り響いていた。

話によれば、

メインエン

ジンや発電

機によって

それぞれ音

が異なり、発電機の方がメインエンジンより高音である

と伺った。耳をふさぎながら機関室内を移動していたが、

なぜか暑い。訪船した時はすでに１１月末で、海風が吹け

ばきっと寒いだろうと厚着をしていたために暑く感じる

のかと思ったが、どうやら稼動する発電機によって熱が

発せられているために、機関室が暑くなっているようだ。

これが真夏で、しかもメインエンジンもフル稼働してい

たら…と思うだけで、いち早く機関室から抜け出したい

という気持ちになる。騒音と暑さの中で勤務をしている

乗組員の苦労が忍ばれる。

今回、初めてコンテナ船を訪問して、コン

テナ船の構造および船員の勤務環境の一面を

自分の目で見ることが出来た。今回の研修を

通して、最新の船内設備とそれを使いこなす

乗組員がいてはじめて安全航行の実現を果た

し、日本貿易の安定性に寄与していることを

再認識することが出来た。それは決して本を

読んだだけで得られるものではない。このよ

うな貴重な機会を提供してくださった関係者

に厚くお礼を申し上げる。

（企画部：水島）

▲自動操舵装置

▲機関室

▲メインエンジン
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新 規 加 入 メ ン バ ー  

主要データ

会 社 名：海祥海運株式会社

（英文名） KAISHO SHIPPING CO., LTD.

代 表 者：取締役社長 石� 青次

本社所在地：東京都港区新橋６�１６�１０
資 本 金：１億５千万円

入 会 日：平成１９年１月１日付

所 属 地 区：京浜地区

事 業 概 要

当社は１９７１年に外航船舶保有会社として設立、発足当初の事業として

国内大手船社向け大型タンカーの保有を核と致しておりました。１９９４年

以降Handy-Max 型撒積貨物船の新造整備を積極的に進め、国内外船主

殿との定期用船契約を拠所にお客様のご信頼に沿うべく安全運航を第一

として海上輸送業務に従事しております。

更なる事業拡大の一環として２００２年より大型コンテナ船の保有事業を

新たに開始、２００４年までに整備した新鋭１４隻のコンテナ船を全て国内船

社殿に長期に亘って提供致し、各傭船社殿のご期待に沿うべく引き続き

邁進致しております。
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６
日
公正取引委員会は、外航海運に関する独占禁

止法適用除外制度について、「政府規制等と競

争政策に関する研究会（座長：岩田規久男・

学習院大学教授）」での報告書などを踏まえ、

同制度の要否についての見解を発表した。

１４
日
与党は、平成１９年度税制改正大綱を発表した。

「トン数標準税制」については、「政策目的を

達成させるための法律が平成２０年の通常国会

において整備されることを前提にして、平成

２０年度税制改正において具体的に検討する」

との結論が出されたほか、船舶の特別償却制

度がほぼ要望どおりの内容で延長が認められ

るなど、一定の成果が得られた。

（Ｐ．２シッピングフラッシュ参照）

１５
日
「船員に係る労働契約・労働時間法制検討会

（座長：野川忍・東京学芸大学教授）」の第５

回会合が開催され、中間とりまとめ案につい

て意見交換がなされた。

２２
日
第２回国際物流競争力パートナーシップが開

催され、「国際物流競争力の強化のための行動

計画」が決定された。

２２００００６６年年
1122月月
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公布法令（１２月）

� 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

施行規則等の一部を改正する省令（国土交通

省令第１０８号、平成１８年１２月５日公布、平成１９

年１月１日施行）

� 危険物船舶運送及び貯蔵規則の一部を改正す

る省令（国土交通省令第１０９号、平成１８年１２月５

日公布、平成１９年１月１日施行）

� 船舶からの有害液体物質の排出に係る事前処

理の方法等に関する省令及び油又は有害液体

物質による海洋の汚染の防止のために使用す

る薬剤の技術上の基準を定める省令の一部を

改正する省令（国土交通省令―環境省令第５

号、平成１８年１２月８日公布、平成１９年１月１

日施行、一部平成１９年４月１日施行）

� 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律

施行規則等の一部を改正する省令（国土交通

省令第１２１号、平成１８年１２月２７日公布、平成１９年

４月１日施行、一部平成１９年１月１日施行）

国際会議の予定（２月）

会議名：IMO第１１回無線通信・捜索救助小委員会

（COMSAR１１）

日 程：２月１９日～２３日

場 所：ロンドン

会議名：ASFシッピング・エコノミックス・レビ

ュー委員会（SERC）第１９回中間会合

日 程：２月２７～２８日

場 所：沖縄

船船協協だだよよりり
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１．わが国貿易額の推移 （単位：１０億円）

年 月 輸 出
（FOB）

輸 入
（CIF） 入�▲出超

前年比・前年同期比（％）

輸 出 輸 入

１９９０
１９９５
２０００
２００２
２００３
２００４
２００５

２００５年１２月
２００６年１月

２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１

４１，４５７
４１，５３０
５１，６５４
５２，１０９
５４，５４８
６１，１７０
６５，６６２

６，３４０
５，００８
５，８５０
６，８１６
６，１２９
５，７０４
６，２７１
６，３２１
６，１４１
６，８３２
６，５９３
６，６３１

３３，８５５
３１，５４８
４０，９３８
４２，２２８
４４，３６２
４２，２１７
５６，３８１

５，４２８
５，３６２
４，９０３
５，８４８
５，４７９
５，３２３
５，４６５
５，４６３
５，９４６
５，８２３
５，９８４
５，７１９

７，６０１
９，９８２
１０，７１５
９，８８１
１０，１８６
１１，９５３
８，７８２

９１２
▲３５３
９４７
９６８
６５０
３８１
８０５
８５８
１９５

１，００９
６０９
９１１

９．６
２．６
８．６
６．４
４．７
１２．１
７．３

１７．５
１３．５
２０．７
１８．０
１１．３
１８．９
１４．５
１４．２
１７．６
１５．３
１１．５
１２．１

１６．８
１２．３
１６．１
▲０．４
５．１
１０．９
１５．６

２７．４
２７．０
３０．３
２５．３
２０．２
１８．０
１８．３
１６．９
１６．２
１７．０
１７．５
７．５

（注） 財務省貿易統計による。

２．対米ドル円相場の推移（銀行間直物相場）

年 月 年間）平均月間 最高値 最安値

１９９０
１９９５
２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００６年１月
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

１４４．８１
９４．０６
１０７．７７
１２１．５３
１２５．２８
１１５．９０
１０８．１７
１１０．１６

１１５．４５
１１７．８７
１１７．３１
１１７．１３
１１１．５１
１１４．５３
１１５．６５
１１５．８８
１１７．０１
１１８．５９
１１７．３５
１１７．３０

１２４．３０
８０．３０
１０２．５０
１１３．８５
１１５．９２
１０７．０３
１０２．２０
１０２．１５

１１４．１０
１１６．２５
１１５．８２
１１４．３０
１０９．５０
１１１．６５
１１３．６５
１１４．４４
１１５．８５
１１７．４２
１１５．６５
１１４．８７

１６０．１０
１０４．２５
１１４．９０
１３１．６９
１３４．６９
１２０．８１
１１４．４０
１２１．３５

１１７．７１
１１８．９５
１１８．８６
１１８．６７
１１３．６５
１１６．５４
１１７．２５
１１７．３２
１１７．９３
１１９．５１
１１８．３０
１１９．０３

３．不定期船自由市場の成約状況 （単位：千M�T）

区分

年次

航 海 用 船
定 期 用 船

合 計 連続航海 シングル
航 海

（品 目 別 内 訳）

石 炭 穀 物 砂 糖 鉱 石 スクラップ 肥 料 その他 Trip Period

２０００
２００１
２００２
２００３
２００４
２００５

２００６ ４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２

１４６，６４３
１５４，００５
１３２，２６９
９９，６５５
８３，３９８
７４，４０２

８，３８１
９，８５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３

２，１８２
３，０６３
９７８

１，３２０
２，４１４
２，１４５

０
３００
０
０
０
０
０
０
０

１４４，４６１
１５０，９４２
１３１，２９１
９８，３３５
８０，９８４
７２，２５７

８，３８１
９，５５８
４，６７５
４，３１７
５，１０７
７，３１２
６，９９２
８，４４７
４，６３３

４６，５４９
５２，３２４
４３，４０６
３０，７２２
３１，８７５
２８，５６６

２，２０５
３，０４５
９７０

１，５８０
８５７

１，４８５
１，５５０
２，４８５
１，１５０

２６，１４７
１６，７８９
１５，１８２
６，０９７
５，６２１
３，７６０

１，２７７
３４７
９５
１７
０

２８５
５３４
２５１
１６８

４，５７６
７，２８８
５，８５３
３，６５７
７００
１６２

８０
１４
０
０
０
２８
０
０
０

６７，４３１
７２，１７７
６５，１０５
５７，００１
４１，３９４
３９，１０５

４，７５５
６，０９０
３，６１０
２，７１５
４，２５０
５，４８０
４，８５８
５，６３８
３，３１５

１９８
４７２
４４２
２４８
５９６
２４７

０
０
０
０
０
０
０
７３
０

１８２
９７８

１，０５４
４３８
６９０
３３１

６４
６１
０
６
０
９４
５０
０
０

１，５５１
９１４
２４９
１７２
１０８
８６

０
０
０
０
０
０
０
０
０

１７０，０３２
１５０，１５４
１８４，８９０
２０８，６９０
２５０，３８６
２８９，２１６

２８，６３３
３２，３９２
２６，５６３
２０，５８８
２０，１６２
２４，４１６
２５，６７９
３７，５４２
２４，５４０

４５，０２１
３８，４５５
５０，４７４
８１，７２１
５９，９０６
５３，２３４

５，３４６
７，９８６
１２，１４０
１１，１３２
１６，１４３
９，３６１
６，４５０
１１，３４６
８，６５５

（注） �マリタイム�リサーチ社資料による。�品目別はシングルものの合計。�年別は暦年。
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４．原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�欧米）

月次
ペルシャ湾�日本 ペルシャ湾�欧米

２００４ ２００５ ２００６ ２００４ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１５２．５０ ８７．００
１５９．００１０２．５０
１１７．５０ ７０．７５
１１０．００ ７７．５０
１２５．００ ７１．２５
１３５．００１１４．００

１４８．００１２０．００
１２１．００ ９７．５０
１５７．５０ ８３．５０
２９０．００１５６．００
３５０．００２６５．００
３１０．００ ８５．００

８５．００ ５９．５０
１６７．５０ ７５．００
１３７．５０ ７５．００
９６．００ ８０．００
９０．００ ６２．５０
６７．５０ ５２．５０

１０２．００ ７３．７５
７２．５０ ５６．５０
１０２．５０ ６２．５０
１２５．００ ９０．００
２１６．００１３５．００
１７２．５０１１０．００

１８０．００ ８０．００
１５０．００１００．００
１０６．５０ ６６．５０
６８．００ ５０．００
７７．５０ ６７．５０
１３０．００ ８２．００

１３０．００ ９１．００
１３０．００ ９０．００
１１５．００１０５．００
７１．００ ６７．５０
７２．５０ ６０．００

１２７．５０ ８２．５０
１３２．５０ ８７．５０
１１２．５０ ６０．００
８７．５０ ６７．５０
１００．００ ６９．５０
１１２．５０ ８７．５０

１２３．００ ９５．００
１０２．５０ ８７．５０
１４５．００ ７５．００
２２５．００１１７．５０
２５５．００１６７．５０
２２５．００ ９７．５０

７７．００ ６２．５０
１４０．００１１２．５０
１０２．５０ ７５．００
９０．００ ７２．５０
８８．２５ ６２．５０
６１．２５ ５０．００

８５．００ ６２．５０
６７．５０ ６０．００
１０２．５０ ６５．００
１２０．００ ８７．５０
１７０．００１３０．００
１４５．００１００．００

１２０．００ ７５．００
１２５．００ ８５．００
９５．００ ５７．５０
６７．５０ ５５．００
８５．００ ５５．００
９７．５０ ７０．００

１０２．５０ ８０．００
１００．００ ８５．００
１０７．５０ ８５．００
８９．５０ ６５．００
７０．００ ６０．００

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �単位はワールドスケールレート。 �いずれも２０万D�W以上の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

原油（ペルシャ湾�日本・ペルシャ湾�西欧） 穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧）

５．穀物（ガルフ�日本・ガルフ�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
ガルフ�日本 ガルフ�西欧

２００５ ２００６ ２００５ ２００６
最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

６０．５０ ５９．７５
―
―
―
―
―

３７．７５ ３７．５０
―
―

４７．５０

３７．４５
―
―
―
―
―

―
―
―

５０．５０ ５０．２５

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―
―
―

―
―
―
―

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれも５万D�W以上８万D�W未満の
船舶によるもの。�グラフの値はいずれも最高値。
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石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） タンカー運賃指数

６．石炭（オーストラリア�西欧）・鉄鉱石（ブラジル�中国・ブラジル�西欧） （単位：ドル�トン）

月次
オーストラリア�西欧（石炭） ブラジル�中国（鉄鉱石） ブラジル�西欧（鉄鉱石）
２００５ ２００６ ２００５ ２００６ ２００５ ２００６

最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低 最高 最低
１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

―
―

２７．００
―
―
―

―
１３．６０
―

２１．５０

１８．４５ １６．２０
―
―
―
―
―

―
―
―

２５．５０
３１．００

４０．００ １２．５０
３６．００ ３３．００
３９．２５ ３４．７５
３８．５０ ３４．００
３３．４０ ２１．５０
２１．５０ １６．６８

２３．５０ １９．００
２４．５０ １７．５０
２９．５０ ２６．００
３４．００ ２７．６３
３２．００ ２３．４８

２３．５０ １９．７０
２４．９９ ２１．００
２６．７５ １８．５０
２４．００ ２０．９０
２４．３０ １９．７０
２５．７５ ２２．００

３２．２５ ２３．７５
３７．００ ３１．００
３６．００ ２８．５０
３４．２５ ２９．００
３３．００ ２９．５０

１９．７５ １６．００
２２．００ １７．２５

１６．２０
２４．２５ ２２．７５
２０．５０ １３．２５
１１．２５ １０．００

１１．５０ ９．２５
１２．１５ １０．３０

―
１８．５０ １５．８０

１４．００

１１．００ ８．７５
１２．５０
―

１１．２５ ９．８５
１１．５０ １０．５０

１２．７０

１５．４０
１３．１０

２０．２５ １７．９０
１７．５０ １３．４５
１９．００ １５．５０

（注） �日本郵船調査グループ資料による。 �いずれもケープサイズ（１４万D�W以上）の船舶によるもの。
�グラフの値はいずれも最高値。

７．タンカー運賃指数

月次
タ ン カ ー 運 賃 指 数

２００４ ２００５ ２００６
VLCC 中 型 小 型 Ｈ・Ｄ Ｈ・Ｃ VLCC Suez Afra Handy Clean VLCC Suez Afra Handy Clean

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１３３
１３２
１３２
９６
９５
１１９

１２７
１０７
１０３
１９５
２７６
２１６

２５０
１７８
１５３
１４１
１３７
１４９

１５６
１５５
１５４
２８５
３４２
２４０

２８９
２１５
１８２
１４０
１６４
１９３

１８７
１６９
１６３
３５５
３７４
２６８

３８６
３５５
２３８
２０４
２０１
２３３

２４３
２１９
２２９
３２０
４３３
３７８

２８７
３２６
３２３
２１０
２３５
２５６

２４０
２１７
２２６
２６３
３９０
３６７

８０
１３５
９６
８５
７５
６１

８３
６９
８２
１０９
１７９
１４９

１７０
１６５
１６２
１２４
１３７
１２６

１０８
１０７
１２０
１８６
２２５
２５７

２１０
１８１
１９５
１５７
１９１
１５７

１４４
１３３
１５４
１４９
２６９
２５７

３０７
２３３
２５５
２１２
２７１
２６７

２４８
１９０
２４４
３７６
３５８
２８６

３２２
２６７
２８９
２７４
２５３
２５３

２４３
２１１
３５０
３８５
３１２
２８４

１１２
１１６
８６
６３
７９
１００

１１４
１１４
１０９
８７
７４

１６３
１６８
１２７
１０８
１３２
１３８

１４８
１７１
１３９
１４７
１１８

１９３
１７６
１６３
１３３
１５８
１４９

１７３
１７０
１４０
１９０
１３３

３１４
２６７
２０４
２０８
２１７
２２５

２３２
２３１
２１２
２１３
１９９

３４２
２８２
２２５
２１３
２４１
２３３

２７１
２６６
２３４
２１７
１９４

平均 １４４．３ １９５．０ ２２４．９ ２８６．６ ２７８．３ １００．３ １５７．３ １８３．１ ２７０．６ ２８６．９
（注） �２００３年までは「Lloyd's Ship Manager」、２００４年からは「Lloyd's Shipping Economist」による。�タンカー運賃はワー

ルドスケールレート。�タンカー運賃指数の５区分については、以下のとおり（～２００３）◯イVLCC�１５万トン以上 ◯ロ中型�７万～
１５万トン ◯ハ小型�３万～７万トン ◯ニH�D＝ハンディ�ダーティ�３万５０００トン未満 ◯ホH�C＝ハンディ�クリーン�全船型。（２００４
～）◯イVLCC�２０万トン以上 ◯ロSuez�１２～２０万トン ◯ハAfra�７～１２万トン ◯ニHandy�２．５～７万トン ◯ホClean�全船型
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用船料指数 係船船腹

９．係船船腹量の推移

月次
２００４ ２００５ ２００６

貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タンカー 貨 物 船 タ ン カ ー
隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W 隻数 千G�T 千D�W

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

２０５
２０６
１８８
１８１
１７５
１６８

１６６
１５９
１４６
１５５
１３８
１３８

１，３１７
１，２３６
１，１５６
１，１０１
１，０４１
９３５

９０２
９００
８０２
８８２
８１３
８１１

１，３５０
１，２７９
１，２３４
１，２３２
１，１７８
１，０５７

１，００６
１，００８
８８１
９３４
８７７
８７７

５３
５１
５６
５５
５４
５５

５２
５０
４７
４３
３８
３９

２８７
２８６
３００
１６３
１４５
１４２

１３１
１３０
９０
１０３
１１３
１４３

４８９
４９０
５０９
２５６
２２４
２１８

２０４
１９９
１４６
１４８
１６２
２１８

１３８
１４７
１３７
１３０
１２８
１２９

１３３
１３２
１３４
１３８
１３９
１４１

７７９
７６６
７３３
６７０
６４０
６３７

６４１
６４５
６６８
６７６
６４９
６７９

８３０
８１３
７９７
７６５
７５２
７５０

７５４
７６６
７４５
７５１
７３１
７１０

３５
３２
３３
３５
３６
３６

３４
３４
３４
３４
３４
３４

１３５
９６
１４７
１４８
１０３
１０３

９９
９９
１７０
１０３
１３１
１２８

２０９
１４２
２２９
２３１
１５０
１５０

１４５
１４５
１９４
１４９
１７３
１７１

１４６
１４６
１４６
１４７
１４４
１５０

１４９
１５２
１５１
１５２
１５０

７０８
６９２
６７１
６８５
６８３
６８９

６９４
６５０
６４７
６４９
６２３

７５５
７５０
７４２
７６４
７９４
７９６

８１７
６８０
６７８
６８２
６８９

３４
３３
３２
３２
３２
３４

３２
３２
３２
３２
３４

１２８
１３０
１２８
１２８
１２８
２０３

１０２
１０２
１０２
１０２
１３５

１７１
１７２
１７０
１７０
１７０
２２７

１５１
１５１
１５１
１５１
２０５

（注） インフォーマ発行のロイズ�インアクティブベッセルズによる。

８．貨物船定期用船料指数

月次
２００３ ２００４ ２００５ ２００６

総合指数 BDI 総合指数 BDI 総合指数 BDI １．２万～
２万

２万～
３．５万

３．５万～
５万

５万～
８．５万 ８．５万～ 総合指数 BDI

１
２
３
４
５
６

７
８
９
１０
１１
１２

１８５
１５６
１５１
２０３
２９０
３０４

２７３
２７６
２９４
３３７
３０９
３６０

１，７３３
１，６６９
１，８０２
２，０８１
２，３１７
２，１３５

２，２３８
２，３２２
２，４６７
４，４７７
４，０４６
４，５３９

５５３
６１３
６１５
５５８
５３３
４０１

４７８
５６２
５１４
５０３
５４４
７０１

４，５３９
５，２９０
５，１２２
４，６３５
３．４５２
２，７６２

３，９７１
４，１８０
４，２１４
４，６０２
４，２６４
５，１７６

６７７
７１５
５６５
６２４
５５２
４１２

３４２
２８５
３５２
３９１
３７６
３３２

４，４７１
４，５１１
４，６８５
４，８１０
３，７３７
２，５８６

２，３０７
２，１６９
２，９４９
２，９４９
２，９９１
２，６２４

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
３４５

２９０
２５８
２９５
３６０
２７５
３５１

４１５
４４２
４９４
４６９
４６４

２７８
２７２
３０５
３６６
３２５
３４４

４０５
４５３
５００
５１８
５１８

３２４
３２８
３７１
３４６
３４２
４２４

４７９
５２４
５７４
５７７
６１５

３０５
３７３
３５６
３４５
２９１
３２８

３８９
５４４
５４２
５９７
６２７

２９４
２９２
３２１
３２５
３０４
３５９

４２１
４７５
５１８
５２２
４９３

２，２６３
２，３２８
２，４９３
２，４９５
２，４９５
２，７３９

３，１９１
３，６７２
４，２０７
４，０５３
４，１２１
４，３１８

出所：「Lloyd's Shipping Economist」
（注） �船型区分は重量トンによる。

�用船料指数は１９８５年＝１００。
�BDI（Baltic Dry Index）は月央値。
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昨年７月、少しばかりまとまったお金が懐に入
ってきたので車を購入しようと思い立った。
ファミリー用の自家用車はすでに所有している

ので、思い切って走ることそのものを楽しめるよ
うな車が欲しいと考え、いろいろと物色してみる
と……ちょうど７月末に発売になるＭ社のロード
スターというオープンカーの電動開閉式バージョ
ンに食指を動かされた。それまでの布製の幌だっ
た屋根が樹脂製のものに代わっており、快適性も
防犯性も向上している点も気に入った。
ところがいざ商談に臨んでみると、まだ発売前

なのにすでに大人気車種で、納車は３ヵ月後の１０
月になるという。確かに格好のいい車だとは思う
が、いったいどんな客層が購入するのか気になる
ところである。
まあ、多少待ってもいいか……と購入を決め、

待つこと３ヶ月。
やっと届いた（正確には受け取りに行った）わ

が愛車。さっそく街中や郊外を走ってみると、想
像以上に軽快に走り、“操るのが楽しい車”といっ

た印象である。その後しばらくの間は、社内の部
下に「半田さん、最近、退社するのが早くないで
すか？」と言われるのも尻目に、早々に帰宅して
は愛車との楽しいひと時を過ごすこととなった。
そんなある日、１２月に入った頃だったと思うが、

日本経済新聞に「なるほど、してやられたり！」
と思うような記事が掲載された。タイトルは「電
動開閉式のオープンカー中高年層つかみ快走」。内
容は、Ｍ社のロードスターの売れ行きが好調で、
発売４ヶ月で１３００台の受注を獲得し、納車まで４
～５ヶ月待ちとのこと。しかも、その購買層の４
割は「長子が大学を卒業した４０代後半から５０代」
で、夫婦二人でドライブを楽しみたいというニー
ズを掘り起こしたという。うーむ、まさに自分自
身のことを言われている。
自動車会社のマーケティングの勝利なのか、私

自身が流行に敏感ということなのか……後者であ
ると信じ、今後はこの鋭敏な感性を大いに業務に
生かしたいと考えているところである。
日本船主協会 常務理事兼海務部長 半田 收

編集委員名簿
第一中央汽船 総務グループ部長 加藤 和男

飯 野 海 運 総務グループ 広報�IR 室 伊藤 夏彦

川崎近海汽船 総務部副部長 廣岡 啓

川 崎 汽 船 IR�広報グループ 情報広報チーム長 高山 敦

日 本 郵 船 調査グループ コンテナ�港湾調査チーム長 細野 直也

商 船 三 井 広報室マネージャー 鹿野 謙二

三 光 汽 船 社長室副室長（経営企画担当） 近 寿雄

三 洋 海 運 総務部副部長 荒井 正樹

新 和 海 運 総務グループ 総務�法規保険チームリーダー 藤田 正数

日本船主協会 常務理事 植村 保雄

常務理事兼総務部長 井上 晃

常務理事兼海務部長 半田 收

企画部長 園田 裕一

海務部労政担当副部長 山脇 俊介

編 集 後 記
新たな１年の始まりです。１月も下旬と

なると一連の新年行事も一段落し、さぁ年
度末、といったところかと思いますが、弊
会に至っては現在ビル５、６Ｆにまたがる
事務局の６Ｆ統合に向け工事や準備の真っ
最中。春先には新・事務局および会議室フ
ロアがお目見えする予定です。
新、といえば本年も業界の新入社員を対

象とした「海運講習会」を３月２７日に開催す
べくこちらも準備を進めております。２００７
年はどんな顔に出会えるのか、今から楽し
みでもあります。
私事ですが、ふと気づけばこの編集後記

を書き始めて３年以上が経過し、異動して
来た当初と比べ、良くも悪くも「海運」が
注目されてメディア露出もかなり多くなり
ました。「海運」のイメージは一般に根付き
つつあるのか、あるとすればそれはどんな
ものなのか、今知りたいことの一つでもあ
ります。 （MN）
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